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◎新潟県訓令第17号 

本     庁 

地 域 機 関 

新潟県職員服務規程（昭和35年３月新潟県訓令第６号）の一部を次のように改正し、令和７年10月１日から実

施する。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
  

（育児休業等） 

第10条の３ （略） 

２ 育児休業規則第７条第１項に規定する部分休業

承認請求書は、別記第６号様式の３によるものと

し、知事に提出しなければならない。 

３ 育児休業規則第４条第２項（育児休業規則第６

条及び第８条において準用する場合を含む｡)に規

定する養育状況変更届は、別記第６号様式の４に

よるものとし、育児休業又は育児短時間勤務の承

認を受けている職員にあつては所属長を経由して

知事に、部分休業の承認を受けている職員にあつ

ては知事に提出しなければならない。 

４～13 （略） 

 

第６号様式の４（第10条の３関係） 

（略） 

養育状況変更届 

育児休業（育児短時間勤務・部分休業）に係る

子の養育状況について変更が生じたので、職員の

育児休業等に関する規則第４条第１項（第６条に

おいて準用する同規則第４条第１項・第８条にお

いて準用する同規則第４条第１項）の規定により

届け出ます。 

（略） 

（育児休業等） 

第10条の３ （略） 

２ 育児休業規則第７条第１項に規定する部分休業

承認請求書は、別記第６号様式の３によるものと

し、所属長に提出しなければならない。 

３ 育児休業規則第４条第２項（育児休業規則第６

条において準用する場合を含む｡)に規定する養育

状況変更届は、別記第６号様式の４によるものと

し、育児休業又は育児短時間勤務の承認を受けて

いる職員にあつては所属長を経由して知事に、部

分休業の承認を受けている職員にあつては所属長

に提出しなければならない。 

４～13 （略） 

 

第６号様式の４（第10条の３関係） 

（略） 

養育状況変更届 

育児休業（育児短時間勤務・部分休業）に係る

子の養育状況について変更が生じたので、職員の

育児休業等に関する規則第４条第１項（第６条に

おいて準用する同規則第４条第１項・第８条にお

いて準用する同規則第６条において準用する同規

則第４条第１項）の規定により届け出ます。 

（略） 
  

 別記第６号様式の３を次のように改める。 
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第６号様式の３（第10条の３関係） 

                                         年   月   日 

  新潟県知事       様 

                                     所属名           

                                     職名 氏名         

部 分 休 業 承 認 請 求 書 

  地方公務員の育児休業等に関する法律第19条第１項の規定により部分休業の承認を請求します。 

申出対象 

期間及び 

内容 

対象期間     年度 

内  容 

地方公務員の育児休業等に関する法律第19条第２項 

□ 第１号（１日につき２時間を超えない範囲内） 

□ 第２号（１年につき条例で定める時間（10日相当）を超えない範囲内） 

請求に係 

る子 

氏  名  

続 柄 等  

生年月日     年   月   日 

請求期間 

及び時間 

第１号の

場合 

期 間 時 間 

   年  月  日から 

   年  月  日まで 

□ 毎 日 

□ その他（   ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

   年  月  日から 

   年  月  日まで 

□ 毎 日 

□ その他（   ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

第２号の

場合 

期 間 時 間 

年  月  日から  年  月  日まで 計   日相当の時間 

備  考
  

 

 注 １ 「内容」欄は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の申出時に

予測することができなかつた事実が生じたことにより、申出内容を変更しなければ子の養育に著しい支

障が生じると知事が認める事情がある場合に限り、年度途中に変更することができる。 

   ２ 請求に係る子の氏名、職員との続柄等及び生年月日を証明する書類（申請に係る子の戸籍抄本、住民

票の写し、母子健康手帳の出生届出済証明欄の写し、養子縁組届受理証明書、家庭裁判所等が発行する

事件係属証明書、児童相談所長が発行する委託措置決定通知書等）又はその写しを添付すること。 
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◎新潟県訓令第18号 

本     庁 

地 域 機 関 

新潟県事務決裁規程（昭和35年３月新潟県訓令第８号）の一部を次の表のように改正し、道路法等の一部を改

正する法律（令和７年法律第22号）の施行の日から実施する。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

  別表第４（第６条関係） 

（略） 

土木部 

（略） 

道路管理課 

部長専決事項 課長専決事項 
  
（略） (1)～(2)の２ （略） 

(2)の３ 道路法第33

条第２項第４号及び

第５項の規定によ

り、利便増進誘導区

域の指定、変更及び

解除をすること。 

(2)の４～(14) （略） 
  
（略） 

（略）  

別表第４（第６条関係） 

（略） 

土木部 

（略） 

道路管理課 

部長専決事項 課長専決事項 
  
（略） (1)～(2)の２ （略） 

(2)の３ 道路法第33

条第２項第３号及び

第５項の規定によ

り、利便増進誘導区

域の指定、変更及び

解除をすること。 

(2)の４～(14) （略） 
  
（略） 

（略）  
  

 

 

告   示 

◎新潟県告示第897号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に

よる指定障害福祉サービス事業者を次のとおり指定した。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害福祉 

サービスの種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

指定 

年月日 

共同生活援助 
共同生活援助グループホーム

のどか 
三条市柳沢393番地 

社会福祉法人三条市

手をつなぐ育成会 

令和７年

９月１日 

自立訓練（生活

訓練） 
ハルボンド 

村上市山居町１丁目５－

30 
合同会社BOND 

令和７年

９月１日 

共同生活援助 
ゴズラハウス 阿賀野市畑江297番地１ 

特定非営利活動法人

あおぞら 

令和７年

９月１日 短期入所 

 

◎新潟県告示第898号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項の規定による指定障害児通所支援事業者を次のとお

り指定した。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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障害児通所支援 

の種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

指定 

年月日 

児童発達支援 児童発達支援・放課

後等デイサービス 

また明日ひよこ 

上越市頸城区上吉194

－１ 
株式会社井手塾 

令和７年

９月１日 
放課後等デイサー

ビス 

 

◎新潟県告示第899号 

農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第11条第２項及び農地中間管理事業の推進に関する法律（平

成25年法律第101号）第18条第１項の規定により、農用地利用集積等促進計画を次のとおり認可した。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 農用地利用集積等促進計画の概要 

 (1) 農地中間管理機構に対する農地中間管理権の設定等（地域計画区域内） 

市町村 
農地中間管理権の 

設定等を行う者 
農地中間管理権の設定等を行う土地 

村上市 ３者 浜新田フケ222番ほか25筆 5.9ha 

関川村 １者 中束680番１ほか５筆 1.3ha 

胎内市 １者 築地築地原2483番２ 0.4ha 

新潟市 ６者 江南区沢海焼山2898番ほか14筆 2.3ha 

五泉市 ５者 丸田萱場992番１ほか19筆 3.5ha 

阿賀町 １者 三宝分宮田甲721番 0.10ha 

三条市 ９者 東大崎１丁目9番２ほか27筆 3.0ha 

弥彦村 ４者 大戸前川原66番２ほか８筆 0.4ha 

長岡市 55者 小国町桐沢字才ノ神3004番ほか114筆 21.8ha 

小千谷市 １者 塩殿高原甲1266番ほか17筆 0.4ha 

魚沼市 ３者 吉水2804番１ほか２筆 0.5ha 

南魚沼市 １者 早川天福寺147番１ほか８筆 1.3ha 

十日町市 10者 干溝壬1955番ほか32筆 3.8ha 

津南町 ２者 上郷大井平7888番ほか９筆 1.4ha 

上越市 86者 浦川原区虫川渋井1894番ほか346筆 46.4ha 

妙高市 ４者 飛田西沖93番１ほか８筆 1.6ha 

糸魚川市 ９者 溝尾中村前2807番ほか39筆 3.8ha 

佐渡市 26者 畉田中江420番１ほか100筆 14.1ha 

合計 227者 791筆 111.8ha 

 (2) 農地中間管理機構に対する農地中間管理権の設定等（地域計画区域外） 

市町村 
農地中間管理権の 

設定等を行う者 
農地中間管理権の設定等を行う土地 

五泉市 １者 中川新中ノ坪442番 0.2ha 

三条市 １者 代官島川原15番ほか52筆 0.7ha 

南魚沼市 １者 枝吉ク子添193番１ほか１筆 0.1ha 

上越市 29者 駒林339番１ほか54筆 0.3ha 

糸魚川市 １者 須沢後久3775番ほか２筆 0.1ha 

合計 33者 114筆 1.4ha 

 (3) 農地中間管理機構による賃借権の設定等（地域計画区域内） 

市町村 
賃借権の設定等を 

受ける者 
賃借権の設定等を受ける土地 

村上市 ３者 山辺里川原211番ほか25筆 5.9ha 

関川村 １者 中束680番１ほか５筆 1.3ha 

胎内市 １者 築地築地原2483番２ 0.4ha 
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新潟市 ３者 江南区沢海焼山2898番ほか14筆 2.3ha 

五泉市 ３者 丸田萱場992番１ほか19筆 3.5ha 

阿賀町 １者 三宝分宮田甲721番 0.1ha 

三条市 ６者 東大崎１丁目9番２ほか27筆 3.0ha 

弥彦村 ３者 大戸前川原66番２ほか８筆 0.4ha 

長岡市 34者 小国町桐沢字才ノ神3004番ほか114筆 21.8ha 

小千谷市 １者 塩殿高原甲1266番ほか17筆 0.4ha 

魚沼市 ２者 吉水2804番１ほか２筆 0.5ha 

南魚沼市 １者 早川天福寺147番１ほか８筆 1.3ha 

十日町市 ５者 干溝壬1955番ほか32筆 3.8ha 

津南町 ３者 上郷大井平7888番ほか９筆 1.4ha 

上越市 54者 浦川原区虫川渋井1894番ほか346筆 46.4ha 

妙高市 ２者 飛田西沖93番１ほか８筆 1.6ha 

糸魚川市 ７者 溝尾中村前2807番ほか39筆 3.8ha 

佐渡市 43者 畉田中江420番１ほか256筆 27.3ha 

合計 173者 947筆 125.1ha 

 (4) 農地中間管理機構による賃借権の設定等（地域計画区域外） 

市町村 
賃借権の設定等を 

受ける者 
賃借権の設定等を受ける土地 

五泉市 １者 中川新中ノ坪442番 0.2ha 

三条市 １者 代官島川原15番ほか52筆 0.7ha 

南魚沼市 １者 枝吉ク子添193番１ほか１筆 0.1ha 

上越市 28者 駒林339番１ほか54筆 0.3ha 

糸魚川市 １者 須沢後久3775番ほか２筆 0.1ha 

合計 32者 114筆 1.4ha 

 (5) 農地中間管理機構による賃借権の設定等（移転・地域計画区域内） 

市町村 
賃借権の設定等を 

受ける者 
賃借権の設定等を受ける土地 

村上市 １者 大場沢野添3544番 0.04ha 

新潟市 ３者 江南区和田351番ほか16筆 3.6ha 

燕市 １者 新堀内向野294番ほか11筆 1.5ha 

長岡市 １者 灰島新田江東1411番２ほか１筆 0.1ha 

上越市 ２者 浦川原区上岡福平谷1801番ほか２筆 0.3ha 

妙高市 １者 青田江代田415番１ほか９筆 0.4ha 

佐渡市 １者 新穂井内319番１ほか３筆 0.5ha 

合計 10者 49筆 6.4ha 

 (6) 農地中間管理機構に対する所有権の移転（買入・地域計画区域内） 

市町村 
所有権の移転を 

行う者 
所有権の移転を行う土地 

村上市 １者 里本庄大木戸1625番ほか３筆 1.1ha 

新発田市 ２者 下中ノ目北井275番２ほか21筆 2.8ha 

阿賀野市 １者 上西野入曽根107番ほか１筆 0.2ha 

五泉市 ３者 今泉塞ノ神442番１ほか16筆 2.3ha 

南魚沼市 １者 長森浦42番５ほか１筆 0.4ha 

津南町 １者 谷内7173番 0.3ha 

上越市 １者 丸山新田西古川63番２ほか33筆 1.7ha 

佐渡市 ８者 中興東小路乙1569番２ほか17筆 2.8ha 

合計 18者 100筆 11.7ha 

 (7) 農地中間管理機構による所有権の移転（売渡・地域計画区域内） 
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市町村 
所有権の移転を 

受ける者 
所有権の移転を受ける土地 

村上市 １者 里本庄大木戸1625番ほか３筆 1.1ha 

新発田市 ２者 下中ノ目北井275番２ほか21筆 2.8ha 

阿賀野市 １者 上西野入曽根107番ほか１筆 0.2ha 

五泉市 ３者 今泉塞ノ神442番１ほか16筆 2.3ha 

南魚沼市 １者 長森浦42番５ほか１筆 0.4ha 

津南町 １者 谷内7173番 0.3ha 

上越市 １者 丸山新田西古川63番２ほか33筆 1.7ha 

佐渡市 ８者 中興東小路乙1569番２ほか17筆 2.8ha 

合計 18者 100筆 11.7ha 

２ 認可年月日 

 令和７年９月30日 

 

◎新潟県告示第900号 

農地法（昭和27年法律第229号）第41条第２項において読み替えて準用する同法第39条第１項の規定により、次

のとおり農地を利用する権利（以下「利用権」という。）を設定すべき旨の裁定をした。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 利用権を設定すべき農地の所在、地番、地目及び面積 

所在及び地番 地目 面積（平方メートル） 

長岡市和島北野1557番 田 3,692 

２ 利用権の内容等 

内容 始期 存続期間 賃料に相当する補償金の額 

水稲栽培 令和８年４月 ５年 183,590 円 

３ 利用権が設定された農地中間管理機構の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

公益社団法人新潟県農林公社  代表理事 星 丈 志 

〒950-0965 新潟市中央区新光町15番地２ 

４ 農地の所有者等の情報 

新潟県報 定期第827号（令和７年８月29日発行）で告示したが、令和７年９月12日までの間に農地の所有者

等からの意見書の提出はなかった。 

５ 補償金の支払の方法 

利用権の始期までに新潟地方法務局長岡支局に補償金を供託する。 

６ 補償金の還付について 

農地の所有者は新潟地方法務局長岡支局において、補償金の還付を受けることができる。 

７ その他 

機構関連事業（農業者の費用負担や同意を求めずに行う基盤整備事業）が行われる可能性がある。 

 

◎新潟県告示第901号 

農地法（昭和27年法律第229号）第41条第２項において読み替えて準用する同法第39条第１項の規定により、次

のとおり農地を利用する権利（以下「利用権」という。）を設定すべき旨の裁定をした。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 利用権を設定すべき農地の所在、地番、地目及び面積 

所在及び地番 地目 面積（平方メートル） 

長岡市川口田麦山字亀岩5472番３ 

長岡市川口田麦山字亀岩5475番６ 

田 

田 

2,210 

684 

２ 利用権の内容等 

内容 始期 存続期間 賃料に相当する補償金の額 

水稲栽培 令和８年４月 ５年 201,470 円 
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３ 利用権が設定された農地中間管理機構の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

公益社団法人新潟県農林公社  代表理事 星 丈 志 

〒950-0965 新潟市中央区新光町15番地２ 

４ 農地の所有者等の情報 

新潟県報 定期第828号（令和７年８月29日発行）で告示したが、令和７年９月12日までの間に農地の所有者

等からの意見書の提出はなかった。 

５ 補償金の支払の方法 

利用権の始期までに新潟地方法務局長岡支局に補償金を供託する。 

６ 補償金の還付について 

農地の所有者は新潟地方法務局長岡支局において、補償金の還付を受けることができる。 

７ その他 

機構関連事業（農業者の費用負担や同意を求めずに行う基盤整備事業）が行われる可能性がある。 

 

◎新潟県告示第902号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する

予定である旨の通知があった。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 解除予定保安林の所在場所 

  新潟県胎内市（国有林。次の図に示す部分に限る｡) 

２ 保安林として指定された目的 

 水源のかん養 

３ 解除の理由 

  ダム用地とするため 

（「次の図」は、省略し、その図面を新潟県農林水産部治山課及び胎内市役所に備え置いて縦覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第903号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 水原亀田線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

阿賀野市寺社字鴨深甲3122番１から 

同市市野山字大野239番１まで 
新 11.3～44.5メートル 2,639.4メートル 

阿賀野市堀越字土本481番２から 

同市市野山字大野239番１まで 
旧 6.1～30.3メートル 5,981.9メートル 

備考１ 路線の起点を変更する区域変更 

２ 路線の重用 

一部区間一般国道49号、一般国道459号、県道新潟安田線、県道新関水原停車場線と重用 

  

◎新潟県告示第904号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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１ 路 線 名  県道   水原亀田線 

２ 供用開始の区間 

  阿賀野市寺社字鴨深甲3122番１から同市市野山字大野238番５まで 

３ 供用開始の期日  令和７年９月30日 

 

◎新潟県告示第905号 

河川区域の変更により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令（昭和40年政令第14号）第49条の規定により、

次のとおり公示する。 

その関係図書は、新潟県土木部河川管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧に供する。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世  

１ 河川の名称 

 一級河川信濃川水系表沢川 

２ 廃川敷地等が生じた年月日 

 令和７年９月30日 

３ 廃川敷地等の位置 

 小千谷市旭町甲1999番地先から同市旭町甲1999番１地先まで（表沢川左岸） 

 小千谷市旭町甲1991番４地先から同市旭町乙1308番３地先まで（表沢川右岸） 

４ 廃川敷地等の種類及び数量 

 土地 385.96平方メートル 

 

◎新潟県告示第906号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

令和７年９月30日 

新潟県新潟地域振興局長 

１ 指定道路の種類 

  第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

  令和７年９月17日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 
幅員（メ

ートル） 

延長（メ

ートル） 

五泉市太田二丁目1150番１、1151

番１ 

6.00 53.66 

 

 

公   告 

新潟県人事行政の運営等の状況について（公告） 

新潟県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年新潟県条例第９号）第２条及び第３条の規定に

基づき各任命権者及び人事委員会から報告を受けたので、第４条の規定により、令和６年度の人事行政の運営状

況の概要及び人事委員会の業務の状況を次のとおり公表する。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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人事行政の運営等の状況 

 

 新潟県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 17 年新潟県条例第９号）第

４条の規定により、令和６年度の人事行政の運営状況の概要及び人事委員会の業務の状

況を公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 人事行政の運営状況の概要 

 １ 職員の任免及び職員数に関する状況 

  (1)  任免の状況 

    令和６年度（R6.4.1～R7.3.31）の状況は、全体で退職者 1,916 人、採用者 

1,282 人となっており、定年引上げに伴い、暫定再任用者の採用がない一方で、

定年退職が生じたことに伴い、退職が 634 人上回っています。 

    ① 退職者の状況 

           

 

 

 

 

  

 

   ② 採用者の状況 

           

 

 

 

 

 

       

 

 

  
公表の経緯及び趣旨 

平成 16 年８月１日に地方公務員法の一部が改正され、地方公共団体は、人事行政の

運営等の状況を住民に公表することが義務付けられました。 

 これは、公表によりその公正性・透明性を高めることを目的とするものです。 

 新潟県では、この法律改正に基づき、平成 17 年４月１日に「新潟県人事行政の運営

等の状況の公表に関する条例」を制定し、人事行政の運営等の状況に関し、各任命権

者※から知事に報告する項目や公表の時期、方法等を定めました。 

 知事は、毎年９月 30 日までに各任命権者からの報告を取りまとめ、人事行政の運営

状況の概要と人事委員会から報告される業務の状況を併せて公表することとしていま

す。 
  ※任命権者・・・知事、教育委員会、県警察本部長、公営企業管理者、行政委員会等で、職員の 

         任命、休職、免職、懲戒等を行う権限を有するものをいう。 

区　分 事務 専門 用員 教育職員 警察官 合計

定年退職 90 103 53 456 49 751

普通退職 108 325 23 348 70 874

勧奨退職 19 51 1 77 4 152

死亡退職 3 3 1 8 2 17

その他 28 38 1 1 54 122

合　計 248 520 79 890 179 1,916

事務 専門 用員 教育職員 警察官 合計

大学卒 75 96 0 0 0 171

短大卒 0 0 0 0 0 0

高校卒 35 11 0 0 0 46

0 0 0 0 109 109

0 0 0 458 0 458

6 13 0 89 19 127

65 258 17 26 5 371

181 378 17 573 133 1,282

区　分

合　計

競
争
試
験

選
　
考

一
般
職
員

警察官

教育職員

その他

割愛※
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※割愛・・・人事交流等により、県の職員が国や他の地方公共団体等の職員とな

るために退職すること又は国や他の地方公共団体等の職員を引き

続き県の職員として採用することをいう。  

 

  (2) 職員数に関する状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（各年度４月１日現在）

６年度 ７年度

議 会 34 34 0 0 0

総 務 企画 827 839 25 △ 13 12

税 務 257 254 0 △ 3 △ 3

民 生 505 511 30 △ 24 6

衛 生 668 671 19 △ 16 3

労 働 78 86 8 0 8

農 林 水産 1,524 1,518 26 △ 32 △ 6

商 工 232 228 23 △ 27 △ 4

土 木 1,232 1,221 21 △ 32 △ 11

小 計 5,357 5,362 152 △ 147 5

教 育 13,802 13,731 49 △ 120 △ 71

警 察 4,725 4,692 0 △ 33 △ 33

小 計 18,527 18,423 49 △ 153 △ 104

病 院 3,392 3,264 87 △ 215 △ 128

下 水 道 34 35 1 0 1

そ の 他 173 172 1 △ 2 △ 1

小 計 3,599 3,471 89 △ 217 △ 128

27,483 27,256 290 △ 517 △ 227

業務執行方法の見直し等

地域医療業務の体制強化等

災害復旧業務の進捗等

警察官等の採用減

業務執行方法の見直し等

欠員補充による増加等

学級数の減少に伴う業務の減等学級数の増加に伴う業務の増等

職　員　数
差　引減員数増員数

公
営
企
業

欠員補充による増加

試験研究機関の統合等

県立病院の再編等

試験研究機関の体制強化等

児童相談所の体制強化等

欠員補充による増加等

指定管理者への派遣職員の減等

診療体制の充実等

商工業務の体制強化等

一
般
行
政

※ 職員数は一般職に属する職員の数です｡県職員の身分を保有する休職者､派遣職員などを含み､臨時又は非常勤職員を除いています｡

業務執行方法の見直し等

防災業務の体制強化等 業務執行方法の見直し等

業務執行方法の見直し等

部　　門

特
別
行
政

合　　　計

主な増員理由 主な減員理由

欠員補充による増加
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２ 職員の人事評価の状況 

  

○ 地方公務員法に基づき、任命権者ごとに、一般職の職員を対象に人事評価を実 

施しています。 

○ 評価の結果は給与、任用等人事管理の基礎として活用しています。 

 

 人事評価の項目 

評 価 の 基 準 
評価期間 評価の手順 

知 事 部 局

病 院 局  

企 業 局

議会事務局

各行政委員(会)

教育委員会  

警 察 本 部 

 

○実績評価及び能力評

価の２面で評価 

を実施※１ 

 

○実績評価：評価者は、

被評価者が設定した

目標等に基づき、被評

価者が職務を遂行す

るにあたり挙げた実

績を評価 

 

○能力評価：評価者は、

あらかじめ設定され

た評価項目ごとに、被

評価者が職務を遂行

するにあたり発揮し

た能力を評価 

 

○実績評価及び能力評

価ともに５段階の絶

対評価 

 

 

 

○４月１日から翌年３

月31日まで※２ 

 

○年２回（前期：４月

１日から９月30日ま

で、後期：10月１日

から翌年３月31日ま

で）評価を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人事評価の項目、評

価の基準をあらかじ

め職員に明示 

 

○被評価者は期首に目

標を設定 

 

○被評価者は期末に自

己評価を実施し評価

者に報告 

 

○評価者は被評価者の

自己評価も踏まえ評

価を実施 

 

○評価者は被評価者に

対して評価結果を原

則開示※３ 

 

○評価結果に対する苦

情処理の仕組みを設

置 

  
※１ 県立学校及び市町村立学校に勤務する教員並びに市町村立学校に勤務する学校

栄養職員及び事務職員は、実績評価、能力評価に加えて意欲評価を実施。 

   警察本部は、実績評価を業績評価という。  
 ※２ 警察本部は 10 月１日から翌年９月 30 日まで 

※３ 警察本部は原則非開示 
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 ３ 職員の給与の状況 

  (1) 給与決定のしくみ 

職員の給与は、県人事委員会の「職員の給与に関する勧告」に基づき、県議会

の審議を経て条例で定められるしくみになっています。 

 

 

  (2) 人件費率         （令和６年度普通会計決算）        

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (3) 人件費の内訳       （令和６年度普通会計決算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出額

10,948億円

人件費

2,325億円
(21.2%)

※ 人件費には、一般職員及び特別職（知事・議員など）の

給料、報酬、諸手当や共済負担金などが含まれます。

知事部局等
(22.3%)

警 察
(18.6%)

教育委員会
(59.1%)

※　職員数はR6.4.1現在

　（臨時を含み、非常勤職員を除いています）

共済負担金 337億円

退職手当 203億円

その他（特別職報酬等） 75億円給料 1,062億円

職員手当 202億円

期末勤勉手当 447億円

うち給与費 1,711億円

●職員数 24,626人

●１人当たり 695万円

14.5% 3.2%8.7%45.7% 19.2%8.7%
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  (4) 初任給  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (5) 平均給料月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度４月１日現在）

※１　初任給は、学校卒業後すぐに採用された場合の月額です。

※２　令和６年度は給与改定後の月給です。

区　　　　　　　分 令和６年度

一 般 行 政 職
大 学 卒 225,600円

高 校 卒 194,500円

225,600円

194,500円

令和７年度

235,100円

252,000円

192,500円

大 学 卒 262,700円

小・中学校教育職
大 学 卒 252,000円

短 大 卒 235,100円

高 校 卒 230,400円
警 察 職

262,700円

230,400円

252,000円

高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 252,000円

技 能 労 務 職 高 校 卒 192,500円

（各年度４月１日現在）

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

※　平均給料月額には、給料の調整額および教職調整額を含みます。

区　　分
令和６年度 令和７年度

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

44.2

警 察 職 333,116 円 39.4 345,274 円 39.8

一 般 行 政 職 332,538 円 44.2 338,401 円

42.2

高 等 学 校 教 育 職 400,572 円 50.2 402,154 円 50.2

小・中学校教育職 367,126 円 42.5 374,215 円

55.5技 能 労 務 職 322,579 円 55.8 315,518 円
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  (6) 学歴や経験年数による平均給料月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (7) 手当の種類とその内容（主なもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 （令和６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

令和７年度 （令和７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※１　経験年数とは、採用前に民間企業勤務経験などがある場合にはその期間を換算し、採用後の

　　年数に加算した年数をいいます。

※２　「－」の欄は、該当者３人未満もしくは該当する職員がいない区分です。

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

372,918

高 校 卒 267,364 341,819 384,160 408,672

418,635

一 般 行 政 職
大 学 卒 275,616 363,152 388,030 403,931

高 校 卒 238,028 321,610 346,388

警 察 職
大 学 卒 293,919 387,275 411,193

技 能 労 務 職 高 校 卒 － － － 372,080

406,694

428,984

高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 320,294 402,277 425,026 435,657

小・中学校教育職
大 学 卒 332,471 402,064 424,251 434,984

短 大 卒 － 383,178 407,703

高 校 卒 286,634 354,668 387,118 410,587
警 察 職

大 学 卒 306,573 391,972 416,082 424,356

技 能 労 務 職 高 校 卒 － － － －

430,065

高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 339,004 403,979 432,174 439,377

小・中学校教育職
大 学 卒 346,488 406,007 426,423 436,005

短 大 卒 － － 411,107

高 校 卒 253,536 313,729 344,226 377,199

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一 般 行 政 職
大 学 卒 287,500 365,531 388,994

（令和６年４月１日現在）

配偶者、父母等 各   6,500円

子 各  10,000円

借家

　月額10,000円以上の家賃を支払っている職員に対し、

　家賃額に応じ最高 27,000円まで

電車・バス等利用者（定期券の場合は通用期間ごとに支給）

　負担している運賃額に応じ１か月当たり最高 55,000円まで

自動車等利用者

　使用距離に応じ最高 44,100円まで

住
居
手
当

通
勤
手
当

扶
養
手
当

毎
月
決
ま

っ
て
支
給
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千円 円

千円 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） ％

支給対象職員１人当たり平均支給年額（令和６年度） 円

手当の種類（手当数） 43

期末手当 勤勉手当

　６月期 1.225 月分 1.025 月分

(0.675) (0.50)

 12月期 1.275 月分 1.075 月分

(0.70) (0.525)

　　計 2.50 月分 2.10 月分

(1.375) (1.025)

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

※１　期末・勤勉手当は民間企業のボーナスに当たる手当です。

※２　（    ）内は、暫定再任用職員及び定年前再任用短時間勤務職員に係る支給割合です。

支給地域に限り、世帯の状況に応じ最高

月額19,800円(11月から３月まで支給)

支給率 自己都合 　　　　　定年・勧奨

　勤続20年 月分 月分

　勤続25年 月分 月分

　勤続35年 月分 月分

　最高限度 月分 月分

加算措置 60歳より前に早期退職の場合は

１年につき２％加算(20％限度)

令和６年度退職者１人当たり平均支給額（支給率区分別）

 自己都合

 　一般職員 千円 千円 千円

 　警察官 千円 千円 千円

 　教育公務員 千円 千円 千円

　計上しています。

※　定年延長に伴い、60歳に達した日以降の退職について、当分の間、自己都合退職であっても

　退職事由を定年退職として算定することから、60歳に達した日以降に退職した職員は「定年」に

※　特殊勤務手当は著しく危険、不快又は不健康な勤務、その他著しく特殊な勤務に従事した

　ときに支給する手当です。

寒
冷
地

手
当

特
殊
勤
務
手
当

区　　　　　　　　分

支給額の多い手当

22,0153,450

時

間

外

勤

務

手

当

区　分

19.6695

期
末
・
勤
勉
手
当

教員特殊業務手当・犯罪捜査手当・教育業務連絡指導手当・
夜間特殊業務手当・死体取扱手当

勧　　奨

22,8093,740 22,667

47.709

39.7575

支給件数の多い手当

33.27075

47.709

そ
　
の
　
他

退
　
　
職
　
　
手
　
　
当

21,298

21,637

28.0395

　定　　年

24.586875

47.709

1,438 21,553

勤
務
実
績
に
応
じ
て
支
給

4,587,663 186,293

支給総額

令和６年度

教員特殊業務手当・犯罪捜査手当・教育業務連絡指導手当・
交通捜査手当・警ら手当

73,534

令和５年度

職員１人当たり平均支給年額

4,712,670 189,325

58.1

全　　職　　種
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  (8) 一般行政職の級別の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (9) 主な特別職の報酬等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度４月１日現在）

※　本表の職員数は、総務省の地方公務員給与実態調査の14表に該当する職員の数です。

　（暫定再任用職員及び定年前再任用短時間勤務職員を除く。）

14.2 100.0

％ ％ ％ ％ ％ ％

令和
７

年度

職 員 数
154 1,750 782 554

構 成 比
2.9 32.5 14.6 10.3

％ ％ ％

766 5,378

人 人 人 人 人 人

696 5,453

人 人 人 人 人 人
令和
６

年度

職 員 数
229 1,789 753 559

構 成 比
4.2 32.8 13.8 10.3 12.8 100.0

％ ％ ％

計

代表的な職名 課長補佐
課長補佐・係長
・主査・主任

主任
主事
技師

主事
技師

区　　　分 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

20.3

％ ％ ％ ％ ％

1,090

人 人 人 人 人
令和
７

年度

職 員 数
1 29 42 210

構 成 比
0.0 0.5 0.8 3.9

20.6

％ ％ ％ ％ ％

1,127

人 人 人 人 人

代表的な職名
部長
局長

部長
局長

副部長
部参事

部参事
課長

課長
課長補佐

区　　　分 10級 ９級 ８級 ７級 ６級

令和
６

年度

職 員 数
1 31 43 225

構 成 比
0.0 0.6 0.8 4.1

　（各年度４月１日現在）

令和
６

年度

令和
７

年度

※ 　特別職の給料・報酬月額は、県内の各界代表者、学識経験者などで構成する特別職報酬等審議会

　　の答申を受けて条例で定められています。

６月期 1.70月分    12月期 1.75月分         計 3.45月分

６月期 1.725月分     12月期 1.725月分        計 3.45月分

期末手当
支給割合

給料・報酬
月額

令和
６

年度
1,280,000円 1,002,000円 992,000円 868,000円 794,000円

令和
７

年度
1,300,000円 1,018,000円 1,008,000円 882,000円 807,000円

区   分 知 事 副知事 議 長 副議長 議 員
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

  (1)  勤務時間の状況 

       全職員について、労働基準法の限度内である１日７時間 45 分、１週間 38 時間

45 分となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2)  年次有給休暇の取得状況 

年次有給休暇は、一の年ごとに 20日付与され（途中採用者を除く。)、20日を超

えない範囲内の残日数は、翌年に繰り越すことができます。 

 

 

 

 

    （※市町村立学校教職員を除く。） 

 

  (3)  特別休暇等の導入状況 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

勤務時間の運用状況

開始時刻 終了時刻※ 休憩時間※

38時間45分 ７時間45分 8:30 17:15
12:00

～
13:00

※　県立学校の教育職員（昼間に授業を行う学校（課程））

　　　勤務時間：8:30～17:00、休憩時間：12:45～13:30

※　県立学校の教育職員（夜間に授業を行う学校（課程））

　　　勤務時間：13:15～21:45、休憩時間：16:45～17:30

１週間の
正規の

勤務時間

１日の
正規の

勤務時間

条例・規則の状況

種　　　　類
（休暇等の名称）

区　　分 有給/無給 付与日数 備　　　考

公民権の行使 特別休暇 有給 必要と認められる時間

証人等としての出頭 特別休暇 有給 必要と認められる時間

骨髄等ドナー休暇 特別休暇 有給 必要と認められる期間

結婚休暇 特別休暇 有給 ８日（分割する場合は６日）

産前産後休暇 特別休暇 有給
産前６週間（２週間延長可、多胎妊娠14週
間）、産後８週間

育児休暇 特別休暇 有給 １日２回、合計90分

出生サポート休暇 特別休暇 有給
６日以内（体外受精及び顕微授精に係るも
のである場合は12日以内）

妊産婦の健康診断 特別休暇 有給 必要と認められる時間

妊婦の通勤緩和 特別休暇 有給 １日１時間

妻の出産 特別休暇 有給 ３日以内

男性職員の育児参加 特別休暇 有給 ５日以内

家族看護・子育て 特別休暇 有給
８日以内（中学校卒業前の子が２人以上の
場合は12日）

忌引休暇 特別休暇 有給 １日～10日

父母、配偶者又は
子の法要等

特別休暇 有給
慣習上最小限度必要と認められる期間（１
日）

夏季休暇 特別休暇 有給 ５日以内

災害による現住居
の滅失等

特別休暇 有給 １週間を超えない範囲内

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率

a b c b/c b/a

606,671日 237,692日 17,224人 14日 39.2％
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※特別休暇、職専免・・・いずれも勤務時間中に給与の支給を受けながら勤務しないことが認

められる制度で、事由により特別休暇と職務専念義務免除の２つに

分けられている。 

 

  (4)  介護休暇の取得状況                                  （単位：人） 

  

 

 

 

 

   

 

 

 

種　　　　類
（休暇等の名称）

区　　分 有給/無給 付与日数 備　　　考

災害又は交通機関の
事故等による出勤困
難

特別休暇 有給 必要と認められる期間

所轄庁の事務又は事
業の停止

特別休暇 有給 必要と認められる時間

生理休暇 特別休暇 有給 １回について２日以内

妊婦の妊娠障害 特別休暇 有給
必要と認められる期間
（14日以内）

リフレッシュ休暇 特別休暇 有給
３日以内（勤続期間20年及び30年の翌年
度）

ボランティア休暇 特別休暇 有給 ５日以内

短期介護休暇 特別休暇 有給 ５日以内

公務疾病休暇 病気休暇 有給
２年の範囲内
（県警は必要と認められる期間）

結核性疾病休暇 病気休暇 有給 １年の範囲内

私傷病休暇 病気休暇 有給 ６月の範囲内

療後休暇 病気休暇 有給 １月の範囲内で、１日について４時間以内

分割面接授業参加 職専免 有給 42日の範囲内

措置要求・審査請求 職専免 有給 必要と認める時間

公務災害補償に関す
る審査請求

職専免 有給 必要と認める時間

妊婦の休息又は補食 職専免 有給 必要と認める時間

勤務庁舎内等におけ
る献血

職専免 有給 必要と認める時間

本部長が実施する昇
任試験

職専免 有給 必要と認める時間 警察本部のみ

無給 ６月の範囲内

無給 ３年の範囲内で、１日について２時間以内

研修計画 職専免 有給 必要と認められる時間

厚生計画参加 職専免 有給 必要と認められる時間

兼職 職専免 有給 必要と認められる時間

適法な交渉 職専免 有給 交渉・予備交渉（協議）に必要な時間 警察本部制度なし

無給 30日以内 警察本部制度なし組合休暇

介護休暇

介護時間

１月以下
１月超

２月以下
２月超

３月以下
３月超

４月以下
４月超

５月以下
５月超

男　性 1 0 1 0 0 0 0

女　性 10 4 0 2 1 1 2

合　計 11 4 1 2 1 1 2

取得者
数合計

介護休暇承認期間別内訳
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５ 職員の休業に関する状況 

   (1) 育児休業等の取得状況 

① 育児休業                                                 （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※ 令和６年度に新たに育児休業を取得した職員   

 

② 部分休業                                                 （単位：人） 

 

 

 

 

      

 

 

  

   ※ 令和６年度に新たに部分休業を取得した職員   

 

 

   (2)  自己啓発等休業の取得状況 

      自己啓発等休業は、大学等課程の履修又は国際貢献活動を行うために３年（大 

学等課程の履修の場合は原則２年）を超えない範囲内において、休業することを 

可能とする制度です。 

 令和６年度に新たに休業を取得した職員：なし 

                         

 

   (3)  修学部分休業の取得状況 

     修学部分休業は、大学、専修学校等で修学するために２年を超えない範囲内に 

おいて、１週間の勤務時間の一部について休業することを可能とする制度です。 

 令和６年度に新たに休業を取得した職員：なし 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

６月以下
６月超

１年以下

１年超
１年６月
以下

１年６月
超

２年以下

２年超
２年６月
以下

２年６月
超

男　性 284 249 33 1 1 0 0

女　性 375 9 93 96 67 27 83

合　計 659 258 126 97 68 27 83

取得者
数合計

育児休業承認期間別内訳

１年以下
１年超

２年以下
２年超

３年以下
３年超

４年以下
４年超

５年以下
５年超

男　性 29 26 2 0 1 0 0

女　性 261 141 34 23 28 30 5

合　計 290 167 36 23 29 30 5

取得者
数合計

部分休業承認期間別内訳
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  (4)  配偶者同行休業の取得状況 

     配偶者同行休業は、外国での勤務等により外国に住所又は居所を定めて滞在す 

る配偶者と、当該住所又は居所において生活を共にするために３年を超えない範 

囲内において、休業することを可能とする制度です。 

                        （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ※令和６年度に新たに休業を取得した職員 

 

   (5)  大学院修学休業の取得状況 

     大学院修学休業は、一種免許状又は特別免許状を有する公立学校の教員が、国 

内外の大学院に在学し、専修免許状を取得するために３年を超えない範囲内にお 

いて、休業することを可能とする制度です。 

令和６年度に新たに休業を取得した職員：なし 

                         

 

 

１年以下
１年超

２年以下
２年超

３年以下

男　性 1 1 0 0

女　性 0 0 0 0

合　計 1 1 0 0

取得者
数合計

配偶者同行休業承認期間別内訳
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６ 職員の分限及び懲戒の状況 

  (1)  分限処分の状況 

分限処分とは、法律又は条例に定められた事由に該当した場合に、職員の意に反

してその身分に不利益な変動をもたらす処分のことをいい、地方公務員法第 28 条

に規定されています。 

分限処分には、降任・免職・休職・降給の４種類があります。 

 

① 分限処分者数                                             （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 休職状態にある者の数                                  （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  懲戒処分の状況 

懲戒処分とは、任命権者が職員の一定の義務違反に対して、その責任を追及し

て行う行政上の不利益処分のことをいい、地方公務員法第 29条に規定されています。 

懲戒処分には、戒告・減給・停職・免職の４種類があります。 

 

① 懲戒処分者数                                            （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 
          ※訓戒・・・懲戒処分にはあたらず、法的効果をなんらもたらすものではないが、職員の 

 職務上の義務違反等に対し、その責任を確認し、将来を戒める行為をいう。 
              訓戒には、文書訓戒と口頭訓戒がある。 

処分事由 降任 免職 休職 降給 合計

勤務実績が良くない場合 0 0 0 0 0

心身の故障の場合 0 1 475 0 476

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少に
より廃職、過員を生じた場合

0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0

条例で定める事由による場合 0 0 0 0 0

合　　　計 0 1 475 0 476

0

0

地方公務員法第28条第４項により失職した者

地方公務員法第28条第４項に基づく条例により失職しなかった者

処分事由 新規・更新処分 左記以外 合計

心身の故障の場合 219 8 227

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0

条例で定める事由の場合 0 0 0

合　　　計 219 8 227

処分事由 免職 停職 減給 戒告 合計 訓戒

法令に違反した場合 4 5 3 7 19 27

職務上の義務に違反し
又は職務を怠った場合

0 0 2 0 2 32

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合

0 4 1 0 5 18

合　　　計 4 9 6 7 26 77
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② 行為別懲戒処分者数内訳                                    （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

免職 停職 減給 戒告 合計 訓戒

給与・任用に関する不正

諸給与の不正領得 0 0 0 0 0 1

受験採用の際の虚偽行為 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 2

小計 0 0 0 0 0 3

一般服務違反等関係

守秘義務違反 0 0 0 0 0 0

政治的行為違反 0 0 0 0 0 0

違法な職員組合活動 0 0 0 0 0 0

争議行為 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0 0

営利企業等従事制限違反 0 0 0 0 0 3

0 0 0 0 0 0

公職選挙法違反 0 0 0 0 0 0

休暇の不正利用・虚偽申請 0 0 0 0 0 0

職場内秩序びん乱 0 0 0 0 0 0

セクシュアル・ハラスメント 0 1 0 0 1 3

パワー・ハラスメント 0 0 0 1 1 3

1 1 1 0 3 7

通常業務処理不適正 0 0 2 1 3 5

公金官物処理不適正 0 1 0 0 1 4

その他 0 0 0 0 0 10

小計 1 3 3 2 9 35

公務外非行関係

傷害・暴行の刑法違反 0 2 0 0 2 2

金銭・異性関係等の非行 1 3 0 0 4 9

その他 0 0 0 0 0 4

小計 1 5 0 0 6 15

収賄等関係

収賄 0 0 0 0 0 0

横領 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0 0

交通事故・交通法規違反

職務遂行中 0 0 1 1 2 0

職務行為中以外 2 1 1 4 8 12

小計 2 1 2 5 10 12

うち飲酒運転 2 1 0 0 3 0

本人の行為（上記合計） 4 9 5 7 25 65

監督責任 0 0 1 0 1 12

4 9 6 7 26 77

処分の具体的事由

合　　　　　計

欠勤・遅刻・早退・勤務態度の不良等

教職員による児童生徒に対する非違行為
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  (3)  職員の刑事処分の状況 

     ◎ 刑事事件処分者数                                        （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

７ 職員の服務の状況 

   ◎ 服務規律遵守のための取組の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取　　　組 具体的内容
職員への
周知方法

備　　　考

「職員の綱紀の保持及び服務規律の確
保」に関する通知

文書回覧
年２回実施
（警察本部を除く。）

「職員の綱紀の保持及び服務規律の確
保のための指針」の作成

文書回覧
年２回実施
（警察本部を除く。）

規律の保持及
び各種事故防
止

通知により、規律の保持及び各種事故
防止の徹底を指示

幹部による
指示及び
文書回覧

（警察本部のみ。）

監察の実施
業務の能率的運営と規律保持を目的と
して、業務・服務全般について監察を実
施

－ （警察本部のみ。）

綱紀保持・服
務規律の確保

懲役 禁錮 罰金 科料 合計

収賄による場合 0 0 0 0 0

横領による場合 0 0 0 0 0

傷害・暴行による場合 0 0 2 0 2

道路交通法違反による場合

職務遂行中 0 0 2 0 2

職務遂行中以外 1 0 10 0 11

小計 1 0 12 0 13

その他 1 0 2 0 3

2 0 16 0 18

事件の種類

合　　　　　計
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８ 職員の退職管理の状況 

 (1) 再就職に係る規制 

   平成 28 年４月１日施行の改正地方公務員法において、再就職規制に関する規定が

新たに定められました。県では、改正地方公務員法に定めるもののほか、「職員の

退職管理に関する条例」や「新潟県職員の再就職の取扱いに関する要綱」により、

職員の退職管理の適正化を図っています。主な内容は以下のとおりです。 

 

  ① 再就職者による働きかけの禁止 

    退職後に再就職した再就職者に対し、再就職先に関する契約・処分等に関して、

退職後２年間、現役職員に対する働きかけを禁止 

 

  ② 再就職の自粛等 

   ア 退職後２年間、民間企業（出資法人除く）の役員就任を自粛（全職員） 

   イ 退職後２年間、民間企業（出資法人除く）への再就職を自粛（課長級以上の

職員であった者。ただし、事前に総務部長の承認を受けた場合を除く。） 

   ウ 電力会社への再就職を自粛（原子力安全行政所管部署の管理職経験のある職

員） 

 

  ③ 再就職情報の届出等 

   ア 管理又は監督の地位にある職員の職として人事委員会規則で定めるものに就

いている職員であった者は、退職後に再就職した場合、退職後２年間、退職時

の任命権者に対し、再就職情報を届出 

   イ 退職後に再就職を予定している職員は、在職中に誓約書を提出 

 

  ④ 働きかけ規制違反の監視 

   ・ 現役職員が再就職者から働きかけを受けた場合、人事委員会に届け出ることを

義務づけ 

   ・ 任命権者は、働きかけ規制違反の疑いを把握した場合、違反行為について調査

を実施し、調査結果について人事委員会に報告 

 

  ⑤ 再就職状況の公表 

    再就職の透明性確保のため、退職者の再就職状況を公表 

 

  ※ ②、③イ、⑤については、教職員及び警察本部の職員を除く。 
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(2) 再就職者の状況 

  令和６年度末退職者の再就職状況（R7.4.1 現在）は以下のとおりです。 

区分 事務 専門 用員 教育職員 警察官 合 計 

県以外の団体等への
再就職者数 

24 151 1 14 11 201 

 県出資法人 7 10 0 0 0 17 

公益団体等 11 103 1 1 0 116 

民間企業等 6 38 0 13 11 68 

県への任用 47 52 29 246 50 424 

 暫定再任用職員 38 43 24 221 41 367 

再雇用会計年度任用

職員 
4 4 4 0 6 18 

定年前再任用 

短時間勤務職員 
5 5 1 25 3 39 

合  計 71 203 30 260 61 625 
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９ 職員の研修の状況 

  (1) 職員研修の体系（知事部局） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ※ このほか、各任命権者においてそれぞれの専門業務に関連する研修を個別に実

施しています。 

派遣研修 自治大学校派遣

省庁派遣

経営分析

大学院自主研修

通信教育

自己啓発支援

グループ自主研究

資格取得支援

海外派遣

政策形成研修 交流・連携

リーダーシップ

部局別研修

専門研修 行政法務

特別研修

民間企業派遣

大学院派遣

職場研修

階層別研修

研修所研修

能力開発研修

政策基礎/実践
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  (2) 研修の種類と受講者の状況（主なもの） 

     ① 知事部局（議会事務局及び行政委員会事務局を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ② 病院局 

 

 

 

 

 

 

    ③ 企業局 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

     ④ 教育委員会 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

研修名 研修の内容 受講者数

係長研修
【階層別研修】

部下の指導・育成や目標達成に向け、監督職に必要なマネ
ジメントスキルやリーダーシップ能力の向上を図る。

126人

データの基礎と情報分析
【能力開発研修】

データの有効活用に関する基礎的知識を習得するととも
に、情報の分析能力の向上を図る。

16人

経営分析コース
【専門研修】

財務諸表の分析手法等を習得し、経済活動を経営的な視点
から理解・判断できる能力の向上を図る。

12人

民間企業等派遣研修
【派遣研修】

県内外の民間企業等における実務経験を通じて、行政課題
に対応するための高度な知識・ノウハウを習得する。

7人

研修名 研修の内容 受講者数

認定看護管理者研修

看護管理に携わる職員として質の高い組織的看護サービスを提供
するためマネジメントに必要な知識、姿勢を養い、看護管理者の資
質と水準の維持向上を図るため日本看護協会等の認定看護管理者
研修へ派遣し受講する。

26人

研修名 研修の内容 受講者数

企業局新任者研修 業務概要の説明 14人

基礎技術派遣研修 電気・工業用水道等に関する専門知識を高めるもの 18人

その他派遣研修 企業経営等に関する専門知識を高めるもの 16人

資格取得支援 電気主任技術者等の資格取得支援 16人

研修名 研修の内容 受講者数

初任者研修
本県における学校教育の現状や課題について理解を深めるととも
に、教員として実践的指導力と使命感を養い、幅広い知見の習得を
図る。

346人

中堅教諭等資質向上研
修

個々の能力や適性等に応じ、教員としての専門性の向上を図るとと
もに、校内において中堅教員としての役割を果たすため、本県の教
育課題の理解と学校運営に参画する資質・能力及び教科指導にお
ける授業力の向上を図る。また、いじめ・不登校への対応などを含め
た生徒理解・生徒指導についての専門的知識と技能を身に付ける。

462人

小・中・高・特別支援学校
新任校長、幼稚園新任園
長研修

特色ある学校づくりを進めるため、学校経営における組織マネジメン
トの考え方や、危機管理の在り方について理解を深め、校園長とし
ての資質能力の向上を図る。

92人
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  ⑤ 警察本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

10 職員の福祉及び利益の保護の状況 

  (1) 福利厚生の実施状況 

      地方公務員法において、「職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項につい 

て計画を樹立し、これを実施しなければならない」とされているほか「職員又はそ 

の被扶養者の病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付を行うため 

の相互救済を目的とする共済制度が実施されなければならない」とされていること 

から、これらに基づき共済組合及び互助会と連携しながら事業を実施しています。 
                                                                    （知事部局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 (2) 公務災害等の状況                                             （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

   

区分 事業名 事業概要

定期健康診断 定期健康診断及び事後指導等

がん検診 婦人検診、大腸がん、前立腺がん、肺がん

人間ドック 希望制人間ドック

特定健康診査・特定保健指導 特定健康診査、特定保健指導

健康増進講座 健康講座、メンタルヘルス対策等

元気回復事業 地区スポーツ大会、地区文化教養行事等

ライフプラン推進事業 ライフプランセミナー、職員相談室の運営等

福利厚生施設 県庁医務室、職員住宅、職員会館等

福祉事業 貸付事業

短期給付 保健給付（医療保険）、休業給付等

長期給付 老齢厚生年金、障害厚生年金、遺族厚生年金等

厚生制度

共済制度

研修名 研修の内容 受講者数

初任（補修）科 職務執行に必要な基礎知識及び技能を習得する。 199人

県昇任時教養 昇任（予定）者の職務執行に必要な知識及び技能を習得する。 21人

部門別任用科 特定の部門で必要な専門知識及び技能を習得する。 103人

専科 職務執行に必要な専門知識及び技能を習得する。 422人

公務上 公務外 取下げ 計

公務災害 136 310 334 1 0 335 111

通勤災害 8 13 14 0 0 14 7

合計 144 323 348 1 0 349 118

区分
５年度末

未認定件数
６年度中
申請件数

６年度中認定状況 ６年度末
未認定件数
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Ⅱ 人事委員会の業務の状況 

 １ 競争試験及び選考の状況 

   (1)  職員採用試験（競争試験）の実施状況（令和６年度）         （単位：人） 
 

試験区分 職  種 申込者数 受験者数 合格者数 採用者数 

大学卒業 

程度 

一般行政（先行実施） 322 262 38 27 

総合土木（先行実施） 32 25 15 8 

林業（先行実施） 18 16 8 6 

農業（先行実施） 33 26 17 14 

電気（先行実施） 3 2 0 - 

病院経営 14 13 4 3 

一般行政 305 224 59 45 

警察行政 6 6 4 2 

福祉行政 14 12 3 3 

福祉行政（心理） 4 3 3 2 

総合土木 22 9 5 1 

林業 11 8 4 3 

農業 34 16 6 5 

水産 5 4  1 1 

建築 5 4 2 2 

機械 4 0 - - 

環境 4 4 2 2 

電気 5 2 2 2 

保健師 10 10 8 8 

管理栄養士（行政） 6 5 2 2 

農芸化学（食品・環境衛生） 6 3 2 2 

薬剤師（行政） 4 4 4 4 

少年警察補導員 2 1 1 1 

科学捜査（化学） 8 5 1 1 

科学捜査（生物） 12 11 1 1 

総合土木（追加募集） 6 4 2 1 

林業（追加募集） 4 3 0 - 

 機械（追加募集） 2 1 1 1 
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 環境（追加募集） 5 3 1 1 

 電気（追加募集） 1 0 - - 

 農芸化学（食品・環境衛生）（追加募集） 5 3 1 1 

 薬剤師（行政）（追加募集） 0 - - - 

 小  計 912 689 197 149 

大学卒業 

程度：キャ

リア採用 

一般行政（ＩＣＴ） 12 12 0 - 

一般行政（経営・財務） 20 20 2 2 

一般行政（広報・プロモ） 20 20 2 1 

一般行政（営業・企画） 13 13 2 2 

一般行政（行政実務） 42 41 3 0 

一般行政（自己推薦） 33 32 2 0 

福祉行政 12 12 2 2 

林業 2 2 0 - 

農業 21 21 9 8 

建築 7 7 3 3 

環境 9 9 3 2 

電気 1 1 1 1 

農芸化学（食品・環境衛生） 3 3 2 2 

保健師 4 4 1 0 

薬剤師（行政） 1 1 0 - 

地域枠：一般行政 93 79 13 13 

地域枠：総合土木      17 15 11 10 

       小  計 310       292 56 46 

高校卒業

程度   

一般事務 79 62 26 15 

警察事務 9 7 2 2 

総合土木 24 19 18 9 

林業 6 6 5 3 

電気 0 - - - 

小  計 118 94 51 29 

警察官Ａ 男性警察官 178 128 40 24 

女性警察官 52 37 14 8 

小  計 230 165 54 32 
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警察官Ｂ 男性警察官 193 160 50 43 

女性警察官 28 25 12 12 

小  計 221 185 62 55 

警察官 男性警察官 3 3 3 3 

（武道） 女性警察官 2 2 0 - 

 小  計 5 5 3 3 

市町村立義務教育諸学校 

事務職員 

学校事務職員 79 73 12 6 

小  計 79 73 12 6 

就職氷河

期世代 

一般事務 111 77 7 7 

警察事務 10 8 3 3 

総合土木 2 2 1 1 

学校事務職員 26 24 2 2 

小  計 149 111 13 13 

合  計 2,024 1,614 448 333 

 

 

  (2)  職員採用試験（選考考査）の実施状況（令和６年度）          （単位：人） 
 

試験区分 職  種 申込者数 受験者数 合格者数 採用者数 

大学卒業 

程度 

助産師 2 2 2 2 

病院事務 6 5 0 - 

薬剤師（病院） 4 4 2 0 

福祉行政（障害者） 4 3 2 1 

農業（障害者） 3 3 0 - 

電気（障害者） 0 - - - 

職業訓練指導員（機械系）・第１回 3 3 2 2 

職業訓練指導員（機械系）・第２回 9 9 4 4 

情報（ＩＣＴ）・第１回 0 - - - 

情報（ＩＣＴ）・第２回 0 - - - 

情報（ＩＣＴ）・第３回 1 1 1 1 

文化財調査員 5 5 2 2 

原子力工学 3 1 1 1 

小  計 40 36 16 13 
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短大卒業 

程度 

看護師 104 96 49 44 

診療放射線技師・第１回 6 6 1 0 

診療放射線技師・第２回 12 9 2 2 

臨床検査技師・第１回 24 23 4 4 

臨床検査技師・第２回 10 9 2 2 

作業療法士 4 4 1 1 

言語聴覚士 1 1 1 1 

臨床工学技士 12 9 3 3 

小  計 173 157 63 57 

高校卒業 

程度 

一般事務（障害者） 25 17 2 2 

警察事務（障害者） 1 0 - - 

総合土木（障害者） 0 - - - 

林業（障害者） 0 - - - 

学校事務（障害者） 4 4 0 - 

航空整備士・第１回 0 - - - 

航空整備士・第２回 0 - - - 

航空整備士・第３回 0 - - - 

自動車整備士 3 3 1 1 

船舶乗組員（機関士）・第１回 0 - - - 

船舶乗組員（機関士）・第２回 1 1 0 - 

船舶乗組員（機関士）・第３回 0 - - - 

船舶乗組員（航海士） 0 - - - 

小  計 34 25 3 3 

その他 警察官（再採用） 1 1 0 - 

小  計 1 1 0 - 

合  計 248 219 82 73 
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２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

(1) 職員の給与等に関する報告 

本県職員の給与の実態、給与を決定する諸事情について調査研究を行い、令和６年 

10月11日に県議会及び知事に対して報告し、併せて給与の改定について勧告を行った。 

 

① 職員の給与について 

ア 職員の給与 

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「令和６年職員給与実態調査」の概要

は、次のとおりである。 

  (ｱ) 職員構成 

職員数は、一般職員5,669人、警察官4,013人、県立学校職員3,717人､市町村立

学校職員8,135人、計21,534人となっており、昨年に比べ475人減少している。 

また、平均年齢は42.9歳、平均経験年数は20.6年、男女別構成は男61.5％、女 

38.5％、学歴別構成は大学卒81.2％、短大卒7.1％、高校卒11.7％、中学卒0.0％と

なっている｡ 

(ｲ) 平均給与月額等 

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究

職、福祉職及び学校栄養職の７種13給料表の適用を受けているが、これら職員全員

の本年４月における平均給与月額は、給料361,121円、扶養手当9,010円、地域手当

5,919円、その他の手当18,420円、計394,470円となっている。          

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.9

歳、平均経験年数21.7年）の平均給与月額は、給料340,112円、扶養手当8,813円、

地域手当5,850円、その他の手当19,897円、計374,672円となっている｡ 

イ 民間給与の調査 

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新

潟市人事委員会等と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の

県内1,152事業所のうちから、240事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上､｢令

和６年職種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる76種類の

職務に従事する者7,051人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査

した。 

  (ｱ) 初任給の状況 

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で27.7％（昨

年24.1％)､高校卒で12.5％（同10.0％）となっている。そのうち、初任給について、

増額した事業所の割合は大学卒で69.3％（同59.5％)､高校卒で77.1％（同83.7％)､

据え置いた事業所の割合は大学卒で30.7％（同40.5％)､高校卒で22.9％（同16.3

％)となっており、減額した事業所は昨年に引き続きなかった。 

  (ｲ) 給与改定の状況 
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別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）について、

ベースアップを実施した事業所の割合は57.5％（昨年48.1％）となっている。一方、

ベースダウンを実施した事業所は昨年に引き続きなかった。 

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われる

昇給を実施した事業所の割合は95.0％（昨年93.8％）となっている。昇給額につい

ては、昨年に比べて増額となっている事業所の割合は32.0％（同28.2％)､減額とな

っている事業所の割合は4.0％（同0.6％）となっている。 

ウ  本県職員と民間従業員との給与比較 

  (ｱ) 公民給与の較差 

本委員会は､｢職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づ

き、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の

職務に従事する者について、相互の給与を比較したところ、別表第４に示すとおり、

職員の給与が民間従業員の給与を8,605円（2.30％）下回っている。 

また、職員と民間従業員の比較に当たって使用した給与種目は別表第５のとおり

である。  

  (ｲ) 特別給 

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の

特別給を調査した結果は、別表第６に示すとおりであって、平均給与月額の4.58

月分に相当しており、職員の特別給（期末手当・勤勉手当）の年間の平均支給月数

（4.50月）が民間事業所の特別給の支給割合を0.08月分下回っている。 

エ  本県職員と国家公務員との給与比較 

民間従業員の給与との比較を行っている行政職給料表適用職員と国家公務員の行

政職俸給表㈠適用者の本年４月における平均給与月額は別表第７のとおりである。 

オ  物価及び生計費 

総務省による本年４月の消費者物価指数は、昨年同月に比べ、新潟市では2.9％、

全国では2.5％の上昇となっている。 

また、本委員会が総務省の家計調査等を基礎として算定した２人世帯、３人世帯

及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ153,690

円、190,180円及び226,690円となっている｡ 

カ  人事院の給与勧告等 

人事院は、本年８月８日、一般職国家公務員の給与等について報告を行い、併せ

て給与等の改定について勧告を行った｡ 

キ  給与改定等 

職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況並びに

人事院勧告の概要等は、以上述べたとおりである。 

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定等について次のとおり
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判断した。 

  (ｱ) 職員の給与の改定 

ａ 給料表 

民間給与と比較を行っている行政職給料表については、公民較差の状況等を踏

まえ、引上げ改定を行うこととする。 

具体的には、人事院勧告において初任給をはじめ若年層に重点を置いた上で、

全年齢層を対象に引上げを行ったこと及び民間の初任給との間に差があること

等を踏まえ、職員採用試験（高校卒業程度）に係る初任給を23,600円、職員採用

試験（大学卒業程度）に係る初任給を23,200円引き上げることとし、若年層が在

職する号給に重点を置いた上で、全年齢層において引上げ改定を行う。 

また、定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額については、各級の改定額

を踏まえ、所要の引上げ改定を行う。 

この改定は、本年４月時点の比較に基づいて職員給与と民間給与を均衡させる

ためのものであることから、同月に遡及して実施する。 

行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に所要の

引上げ改定を行うこととする。 

ｂ 初任給調整手当 

医師に対する初任給調整手当については、医師の人材確保や処遇改善を図るた

め、人事院勧告に準じて改定し、本年４月に遡及して実施することとする。 

ｃ 期末手当・勤勉手当 

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間における

民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.1月分引き上げ、 

4.60月分とする。支給月数の引上げ分は、民間の特別給の支給状況や人事院勧告

等を踏まえ、本年度については、12月期の期末手当及び勤勉手当に均等に配分し、

令和７年度以降においては、６月期及び12月期の期末手当及び勤勉手当が均等に

なるよう配分する。 

また、定年前再任用短時間勤務職員の期末手当及び勤勉手当並びに任期付研究

員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様に支給月数を引き上げること

とする。 

ｄ 寒冷地手当 

寒冷地手当については、人事院において、支給月額及び新たな気象データを

指定基準に当てはめた支給地域の改定並びに内閣総理大臣が定める官署に勤務

する職員の居住地に関する要件の廃止について勧告が行われた。 

本委員会としても、人事院勧告に準じ、支給月額の改定及び人事委員会規則

で定める公署に在勤する職員の居住地に関する要件の廃止を行うこととする。 

また、支給地域の改定については、人事院勧告の考え方に準じて行うことと
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するが、支給地域の単位となる市町村については、地域の気象状況をより的確

に反映させるため、前回、平成26年の見直しと同様に平成16年４月１日におけ

る市町村の名称及び区域によることとする。 

支給月額の改定は本年度から、その他の改定は令和７年４月１日から実施す

ることとし、支給地域の改定に伴い、支給地域に該当しないこととなる地域に

改定前から引き続き勤務している職員等に対しては、所要の経過措置を講ずる

こととする。 

  (ｲ) 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート） 

ａ 背景 

本年、人事院は、多様で有為な人材の確保、職員の成長支援と組織パフォー

マンスの向上、Well-beingの実現に向けた環境整備という現下の公務員人事管

理をめぐる重点課題に対応し時代の要請に即した給与制度への転換を図るた

め、社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（以下「給与制度のアップデー

ト」という｡)を勧告した。 

具体的には以下のとおりである。 

(a) 多様で有為な人材の確保 

潜在的志望者層にも訴求し得る給与制度とするため、採用市場における競

争力を向上させるための若年層の給与水準の引上げ、係長以上の俸給水準の

底上げ、ボーナスにおける実績反映の拡大などの措置を講ずるとした。 

(b) 職員の成長支援と組織パフォーマンスの向上 

給与面においても、各職員の組織への貢献にふさわしい処遇を確保し、モ

チベーションをより高める制度へと改善するため、職務・職責に応じた俸給

体系への刷新を図るとともに、役割・活躍に応じた処遇を実現するとした。

また、地域間の給与水準の調整に関する枠組みを見直すとともに、異動をめ

ぐる多様なニーズに適応した手当の支給拡大を図るとした。 

(c) 多様なワークスタイル・ライフスタイル選択を可能とするための処遇面の

取組 

働き方のニーズやライフスタイルが多様化する中で、職員が活躍できるよ

う、官民における状況の変化や、育児・介護を始めとする事情による新幹線

通勤等のニーズに適応できるよう、手当制度を整備するとした。 

ｂ 本県の給与制度のアップデートの必要性 

本委員会は、従来から、地方公務員法の定める情勢適応の原則や均衡の原則

に則り、国及び他の都道府県の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事

情を総合的に勘案して勧告を行ってきたところである。 

令和７年度以降の給与制度の在り方についても、有為な人材確保や役割・活

躍に応じた処遇の実現等、国と共通する課題に対処するため、国の給与制度の
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アップデートの内容に準じた実施を基本に、本県の実情を踏まえて対応するこ

とが適当と判断する。 

ｃ 措置すべき事項 

上記で述べた背景や必要性等を踏まえて、具体的な措置内容を制度別に整理

すると、以下のとおりである。これらの改正は、特記するものを除き、令和７

年４月１日から実施する。 

(a) 給料表及び昇給制度の見直し 

行政職給料表については、人材確保を支える給与処遇の実現や、職務や職

責に応じた給与上昇を確保する内容である、人事院勧告における令和７年４

月１日適用の俸給表に準じて改定することとする。 

初任給については、本県においても人材確保が喫緊の課題であること等を

踏まえ、必要な引上げを行うこととする。また、初任給の引上げを踏まえ、

一般級（１級及び２級）も引上げ改定を行う。これらの措置は、本年４月に

遡及して実施する。 

係長級から課長級まで（３級から７級まで）の職員を対象とする職務の級

では、各級の初号の給料月額を引き上げ、職務や職責に応じた給与上昇を確

保する。 

また、部長級（８級から10級まで）の職員を対象とする職務の級では、職

員の役割の重さに見合った処遇とするとともに、成績優秀者の一層の給与上

昇を可能にするため、国に準じて給料水準や号給構成を抜本的に見直す。併

せて、昇給制度についても国に準じて見直すこととする。 

行政職給料表以外の給料表についても、行政職との均衡を基本に見直しを

行う。この場合において、行政職給料表８級から10級までと同様の見直しを

行う給料表及び職務の級は、別表第８に示すとおりとする。 

(b) 扶養手当の見直し 

人事院は、配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に係る扶養手当額について

は引上げを行うよう勧告した。 

国においては、配偶者の働き方に中立となるよう、制度の見直しに向けた

取組が進められているほか、少子化対策も推進されているところであり、本

県においても同様の施策が求められているものと考える。 

このような状況の下で、配偶者に家族手当を支給する民間事業所の割合

は、全国・本県ともに減少傾向にある。公務においても、配偶者を扶養親族

とする職員の割合は国・本県ともに減少しており、加えて、本県職員の割合

は国家公務員より低くなっている。 

本委員会は、このような社会と公務の変化を踏まえ、また、国や他の都道

府県の動向等も総合的に勘案した結果、人事院勧告に準じて扶養手当の見直
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しを行うこととする。 

なお、上記の見直しについては、受給者への影響をできるだけ少なくする

観点等から段階的に実施することとし、各年度における具体的な手当額は別

表第９のとおりとする。 

(c) 地域手当の見直し 

地域手当については、人事院勧告において、新潟市が支給地域の対象から

除外され、１年ごとに１ポイントを減じた支給割合とすることとされた。 

本県においては、県内の地域に在勤する職員に支給する地域手当につい

て、平成26年の人事院勧告に準じた場合を基礎に本県職員の勤務実態を考慮

して算出した1.5％としているが、令和７年度当初の取扱いについては、現

行の支給割合を基礎に、人事院勧告の考え方に準じて0.5ポイントを減じた

1.0％とする。また、県外に在勤する職員については、人事院勧告に準じて

支給割合を改定することとする。 

一方で、国において地域手当を含めた地方公務員の給与制度についての検

討が行われており、今後の本県の地域手当については、国の検討結果、他の

都道府県の動向、令和７年度以降の公民較差等を踏まえた上で、本委員会に

おいて引き続き検討を進めていく。 

(d) 通勤手当の見直し 

通勤手当については、本県において、高速自動車国道を利用して通勤する

職員を中心に、支給限度額を超える特別料金を負担している実態があること

等を考慮し、人事院勧告に準じて、支給限度額の引上げ及び新幹線鉄道等に

係る通勤手当の支給要件の見直し（通勤時間の短縮要件の廃止）を行うこと

とする。 

(e) 管理職員特別勤務手当の見直し 

管理職員特別勤務手当については、人事院勧告に準じて改定することとす

る。 

(f) 期末手当・勤勉手当の見直し 

(i) 勤勉手当の成績率  

勤勉手当については、人事院勧告に準じ、成績率の上限を引き上げるこ

ととする。 

(ⅱ) 特定任期付職員の期末手当等  

特定任期付職員の期末手当等については、人事院勧告に準じ、期末手当

と勤勉手当から成る構成に改め、特定任期付職員業績手当を廃止すること

とする。 

(g) 定年前再任用短時間勤務職員等の給与の見直し 

定年前再任用短時間勤務職員等に対する諸手当の取扱いについては、人事
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院勧告において、現在支給されていない手当の中で異動の円滑化に資するも

のを新たに支給することとされた。本県においても、人事院勧告の考え方に

準じ、地域手当（異動保障など特例的に支給されるもの)､住居手当（単身赴

任手当を支給されないもの)､特地勤務手当（同手当に準ずる手当を含む｡)

及び寒冷地手当等の異動の円滑化に資する手当を支給することとする。 

地域手当の異動保障及び特地勤務手当に準ずる手当等については、令和７

年４月１日以降の異動等から適用する。 

 

 ② 公務員人事管理について 

 ア 県行政を支える多様で有為な人材の確保 

職員採用をめぐる環境は、民間企業等の雇用情勢をはじめ、少子化に伴う受験

年齢人口の減少などの影響により厳しさが一層増している。本県においても、職

員採用試験の受験者数は減少傾向が続いており、特に総合土木職をはじめ一部の

技術系専門職種においては採用予定者数を確保できていない。 

このような危機的な状況が続くことにより、専門的な知見の世代間の継承や計

画的な人事配置、人材育成などへの影響や、安全・安心な地域を支える基盤づく

りや防災・減災対策をはじめ行政サービスの安定的な提供が困難となっていくこ

とが懸念される。多様で有為な人材の確保は喫緊の課題であり、これまで以上に

任命権者と危機感を共有し、連携した取組が必要である。 

令和６年度の大学卒業程度の採用試験については、民間志望者も受験しやすい

先行実施枠試験で一般行政職などの職種を拡充し、一次試験は東京会場でも実施

した。その結果、一般行政職では、昨年度の６月の通常実施枠試験よりも多くの

受験者が確保でき、専門職では、合格者数が採用予定者数を概ね満たし、一定の

効果が見られた。 

近年、国や他の地方自治体においても早期試験の実施や試験負担軽減に向けた

取組が進んでおり、本県においても、引き続き、より多くの受験者を確保できる

よう、更なる検討を進めていくことが必要である。 

さらに、有為な人材の確保のためには、広報の取組も重要である。 

職員採用のための広報活動については、これまで、各種セミナーや、ブログを

はじめSNS等を活用した情報発信により、県職員の仕事の魅力ややりがいを伝えて

きたところであるが、加えて、新採用職員へのアンケート等を実施し、そのニー

ズを把握して取組を進めてきた。 

まず、大学１、２年生に対する早期アプローチとして、県内市町村とともに、

地方公務員の仕事のやりがいの伝達や新潟へのＵターンを促すための合同ガイダ

ンスを開催し、新潟県内で公務員として働くという選択肢を示すことができた。 

併せて、学生の就職活動の段階に応じた情報発信の取組として、学生の進路選
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択が本格化する３年生の春夏に合わせ２回にわたりオンラインセミナーを開催

し、県職員への志望度の向上に努めた。 

今後も上記の取組を更に展開させるとともに、民間志望者を含め学生に訴求で

きるアプローチや内容について検討し、任命権者と連携しながら、採用辞退防止

のためにも学生のニーズを捉えた広報の取組を充実させていく必要がある。 

また、複雑化・高度化する行政課題に対応するため、民間企業等で培われた専

門的な知識や経験を有する人材を確保することを目的にキャリア採用試験を実施

している。昨年度は、受験機会を年２回に増やし、一次試験を書類選考としたこ

とにより、受験者及び合格者を多く確保できたことから、本年度は、年間を通じ

て応募できるように、受験機会を年４回に増やしたところである。 

今後も、更に受験しやすい方法を検討していく必要がある。 

イ 職員がやりがいを持ち個々の力を最大限発揮できる人材育成と人事管理 

(ｱ) 人材の育成 

県行政を持続的に発展させていくためには、職員一人ひとりがやりがいを持ちな

がら能力を最大限に発揮し、組織全体の力を高めていくことが重要である。 

職員へのアンケート調査によれば､｢仕事のやりがいの向上のために必要だと思

うこと」として、若手職員では「ワーク・ライフ・バランスの確保」や､｢自分のや

りたい仕事、興味・関心のある仕事ができる」こととする割合が、管理職等では「県

民等などから感謝や評価をされる」こと､｢仕事の成果が適正に評価される」ことと

する割合が高くなっている。また、役職を問わず職員全体として､｢仕事が順調に進

み、成果が出る」こと､｢同僚と良好な関係を築ける」こととする割合が高くなって

いる。 

任命権者においては、職員育成に係る基本方針等に基づき、職員研修、人事評価、

人事制度を通じて、人材育成や職場風土づくりを進めている。 

若手職員のやりがい向上については、若手職員による政策提案や、キャリア形成

を考える機会の付与等の取組を行っており、引き続き、業務外での活動の奨励等も

行いながら、職員の達成感や貢献しているという実感を高め、成長を促す取組が重

要である。 

管理職等は、若手職員が能力向上や働きやすさを実感できるようサポートすると

ともに、組織の目標を共有し、相互に支え合う職場環境の整備に向けて、職場内で

のコミュニケーションを活性化させ、組織力の向上に取り組んでいく必要がある。 

(ｲ) 能力・実績に基づく人事管理 

職員の能力と実績に基づく人事管理の徹底は、行政運営の効率化を図っていくた

めに不可欠であり、その基礎となる人事評価は人材育成・マネジメント強化のため

のツールとしても重要である。 

本県においても、職員が成長を実感しつつ仕事への意欲と能力を高め、組織を効
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率的に運営し、県民サービスの向上に寄与するため、任命権者において人事評価を

実施しているが、その評価結果を人事管理の基礎として十分に活用するためには、

公平性、透明性、納得性の高いものである必要がある。 

任命権者においては、引き続き制度の意義を職員へ周知するとともに、評価者と

被評価者が日常業務や面談においてコミュニケーションを図りながら、被評価者の

気づきにつながるような指導・助言を行うことにより、より成長を実感できる制度

となるよう適切に運用していくことが重要である。 

(ｳ) 誰もが活躍できる職場づくり 

様々な県政の課題に対応し、質の高い行政サービスを提供し続けるためには、性

別、障害の有無、年齢にかかわらず、一人ひとりがその意欲と能力に応じて活躍で

きる職場づくりに取り組む必要がある。 

ａ 女性職員の活躍推進 

任命権者において、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく

「新潟県特定事業主行動計画」に基づき、取組を進めており、採用者に占める女

性の割合は目標を達成している一方、管理職（課長級以上）に占める女性職員の

割合は、目標を達成できていない状況にある。 

これまで、人事配置等を通じた女性の職域・活躍の場の拡大、意欲・能力のあ

る職員の積極的な登用、研修を通じた女性のキャリア形成の支援を実施している

ところである。今後も、これらの取組を通じて、女性職員の活躍推進に努めると

ともに、性別にかかわらず職員の仕事と生活の両立支援や働き方改革などを一層

進めていく必要がある。 

ｂ 障害を有する職員の活躍推進 

障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨を踏まえ、本委員会において、合理

的な配慮を行いながら障害者採用選考考査を実施しているところである。 

また、任命権者においては､｢障害者活躍推進計画」を策定し取組を行うととも

に、県庁内に「事務集約オフィス」を開設し、障害者が働きやすい職場づくりや

職場環境の整備・拡充に努めているところである。 

今後、法定雇用率が段階的に引き上げられることから、引き続き、障害者雇用

を促進するとともに、職員が障害特性や個性に応じて意欲と能力を有効に発揮で

きるよう、同計画における取組を着実に進めていく必要がある。 

ｃ 高齢層職員の活躍推進 

様々な行政課題に対応する観点から、高齢層職員がこれまで培った知識、技術、

経験等を活かした能力を十分に発揮し、次の世代に知見を継承していくことが不

可欠である。 

任命権者においては、引き続き、研修や60歳以降の働き方に係る情報提供に努

めるなど、意欲とやりがいを持って働けるようきめ細やかな対応が必要である。 
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ウ 能力を十分に発揮し意欲を持って安心して働ける職場環境の整備 

近年、ライフスタイルや働き方に対する価値観が多様化する中、一人ひとりの職

員が能力を十分に発揮するため、意欲を持って安心して働ける職場環境の整備が求め

られている。 

そのためには、心身ともに健康で働けるよう、長時間勤務の是正、ハラスメント

のない職場環境の整備や職員の健康管理が重要である。 

また、仕事と生活との両立支援や個々の職員の事情に配慮した柔軟な働き方を推

進することも必要である。 

(ｱ) 長時間勤務の是正 

ａ 長時間勤務の全体の状況 

長時間勤務の是正について、これまで、本委員会においては、規則で定めた

時間外勤務を命ずることができる上限時間の遵守に向けて、必要な調査・指導

を行ってきたところである。また、任命権者においては､｢新潟県庁働き方改革

行動計画」に基づき、デジタル化の推進や部局間・部局内における応援体制の

積極的な運用等の業務効率化を通じ、継続的な時間外勤務縮減の取組が行われ

ている。 

本委員会が令和５年度の長時間勤務の状況を調査したところ、上限規則の対

象となる職員全体において、１箇月に100時間以上の時間外勤務を行った職員は

192人、割合では1.9％（令和４年度172人、1.7％)､１年に720時間を超えた職員

は76人、割合では0.7％（同90人、0.9％）であった。 

そのうち、知事部局においては、大規模な災害その他避けることのできない

事由によるいわゆる特例業務が大きく減少したことに伴い、１箇月に100時間以

上の時間外勤務を行った職員は73人と、144人であった令和４年度に比べ、半分

程度に減少したものの、引き続き、長時間勤務を行っている職員が多数いる所

属が存在する。 

ｂ 教育職員の長時間勤務の状況 

教育職員の長時間勤務に対しては､｢県立学校における教員の勤務時間の上限

に関する方針｣(令和元年12月策定）や「新潟県立学校の教育職員の業務の量の

適切な管理等に関する規則｣(令和３年４月施行）に基づいて、時間外勤務の上

限時間を定め、教育委員会が業務量の適切な管理を行うこととしている。 

任命権者において、部活動指導員等の外部人材の活用や、採点や出欠確認等

の業務自動化システム導入等のデジタル化の取組を進めている。 

本委員会が令和５年度の県立学校教育職員の時間外の勤務時間を調査したと

ころ、１箇月に100時間以上の時間外勤務を行った教育職員は128人、割合では 

4.3％（令和４年度151人、5.1％)､１年に720時間を超えた教育職員は286人、割

合では9.7％（同303人、10.2％）であり、いずれも令和４年度に比べて減少し
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ていた。ICTの積極的な活用による業務の削減・簡素化・効率化や学校行事の見

直し等が要因として考えられる。 

しかしながら、依然として長時間勤務を行っている教育職員が多数存在する。 

ｃ 長時間勤務是正に向けた取組 

時間外勤務縮減のためには、所属長等の管理職が、マネジメントの強化に努

めるとともに、業務の効率化・合理化に取り組むなど、時間外勤務の上限時間

を形式的に遵守することのみを目的化することなく、不断の見直しを進めるこ

とが重要である。また、職員一人ひとりについても、業務改善や効率性を意識

し、所属全体で時間外勤務縮減に向けて取り組むことが喫緊の課題である。 

とりわけ、複雑化・高度化する行政課題に対応する中、長時間勤務が常態化

している所属が一部で見られ、それぞれ時間外勤務の縮減に努めているものの、

職員の心身両面にわたる健康の保持のためにも、より積極的に推進していく必

要がある。このため、任命権者においては、徹底した業務の精選や業務手法の

抜本的な見直しを行う等、必要に応じて、適切な措置を講じるとともに、業務

量に応じた柔軟な人員配置等の対応を行うことが求められる。 

本委員会においては、これまで労働法令遵守の観点から、36協定の遵守状況

等の調査を実施し、違反に対し、是正に向けた指導を行ってきた。また、任命

権者に対して上限時間の遵守状況の調査を行い、上限を超えた時間外勤務があ

った場合は規則を遵守するよう指導を行うとともに、改善に向けた取組につい

て報告を求めてきたところである。さらに、令和５年度は、長時間勤務の是正

に重点を置いて、長時間勤務が常態化している所属を中心に調査所属数を増や

し、管理職による勤務時間の把握状況や時間外勤務の状況、要因、縮減の取組

等について確認をした上で、必要な指導を行ってきた。 

今後も職権を有する職員の労働基準監督機関として、労働法令の遵守はもと

より、職員の健康保持の観点から、長時間勤務の是正に向け、時間外勤務の状

況と任命権者における取組の状況を把握した上で、調査・指導等の必要な取組

を進めていく。 

(ｲ) ハラスメント防止に向けた取組 

     ハラスメントに関する相談については、各任命権者及び本委員会が設置してい

る相談窓口に一定数寄せられているほか、知事部局で実施されたアンケートによ

れば、ハラスメントを受けたと感じたことがある職員の割合は10.8％、自分以外

の職員がハラスメントを受けていると感じたことのある職員の割合は14.6％であ

ることが判明しており、看過できない状況にある。 

職場におけるハラスメントは、職場秩序の乱れや業務への支障となる上、メン

タルヘルスの不調の原因にもなり得ることから、組織に対する社会的評価にも悪

影響を与えかねない重大な問題である。 
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任命権者においては、指針や要綱を定め、職員の意識啓発、相談窓口の設置、

ハラスメントの防止や相談対応に係る研修の実施等様々な対策に取り組んでいる

ところであるが、職場における実態を踏まえながら、ハラスメントの発生防止に

向けて、対策を継続的に実施していく必要がある。本委員会としても、事態がよ

り悪化する前に職員が早期に相談できるよう、相談窓口の周知に努める。 

また、近年、顧客等からの著しい迷惑行為（いわゆるカスタマーハラスメント）

について社会的に関心が高まっている。 

本県では、本年５月、県病院局が「新潟県病院局ペイシェントハラスメント対

策指針」により、定義や対策について定めるなど、対応の動きが見られるところ

である。任命権者においても、必要な対応を検討していく必要がある。 

(ｳ) 職員の健康管理 

依然として多くの職員が精神疾患による長期の休暇の取得又は休職をしてお

り、特に近年、若年層において増加傾向にある。 

職員の心の健康づくりは重要な課題であることから、職員の健康及び福祉を確

保するため、セルフケアを促し、ラインケアを実施するとともに、職場内外にお

ける相談しやすい環境整備等の措置を講じる必要がある。 

任命権者においては、従来から、専門家によるメンタルヘルス相談、心の健康

問題による長期療養者の職場復帰支援、ストレスチェック結果の職場環境改善へ

の活用など様々な措置を実施しており、長時間勤務を行った職員に対する面接指

導やメンタルヘルス相談の利便性を高めてきた。 

今後も、状況の改善に向け一層の取組に努めていく必要がある。 

(ｴ) 仕事と生活の両立支援 

本県においてはこれまで、育児や介護等の事情を有する職員が安心して働き続

けることができるよう、両立支援制度について、順次、必要な拡充を行ってきた。 

任命権者においては、これまで育児に係る両立支援制度の個別周知や制度利用

・働き方の意向確認等を行うなど利用促進に努めてきており、令和５年度の男性

の育児休業取得率は74.7％と、令和４年度の53.7％から大幅に上昇している。昨

年11月には、男性職員の育児休業取得率の数値目標として、取得期間を１週間以

上とした上で、取得率の目標を従来の30％から85％に引き上げた。 

今後も、制度の周知や職員の意向確認を引き続き行うとともに、周知啓発や職

場の理解促進など制度を利用しやすい環境の整備を更に進めていく必要がある。 

本年５月、民間労働法制において、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現する

ための措置の拡充や介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等が

行われた。 

また、本年の人事院勧告においては、国家公務員の超過勤務の免除対象となる

子の範囲の拡大や育児時間の取得パターンの追加等、両立支援制度の拡充につい
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て言及された。 

本県においても、民間労働法制の改正内容や国の動向等を注視しながら、制度

改正に係る必要な対応を行うとともに、介護に係る両立支援制度に関する早期の

情報提供及び職場環境の整備について検討するなど、職員が育児・介護と仕事の

両立に必要な制度を選択し利用できるよう支援する必要がある。 

不妊治療を受けやすい職場環境の整備は社会全体の要請であり、本県において

は、一定の期間安心して不妊治療に専念できるよう、本年４月、長期休業制度を

創設したところである。今後、不妊治療に係る休暇・休業について、利用状況を

注視するとともに、制度を利用しやすいよう環境を整備していく必要がある。 

(ｵ) 柔軟な働き方への対応 

テレワークの活用により職員の働く場所を柔軟化することは、ワーク・ライフ

・バランスの実現や業務の効率化につながるとともに、災害時や感染症拡大時の

業務継続等にも有効なものである。 

また、勤務間のインターバルについては、睡眠時間を含む生活時間を十分に確

保することにつながり、健康の確保のために不可欠であるとともに、仕事と生活

の調和がとれた働き方を追求するためにも重要なものである。 

任命権者においては、これまでも、柔軟な働き方を実現するために、職員への

働きかけや制度の拡充、ICT環境の整備等を行い、制度の利用を促進してきた。 

今後、これらの制度をより一層浸透・定着させるため、引き続き、公務の運営

に支障が生じないように留意しながら、周知啓発等の取組や制度を利用しやすい

環境整備を進めていく必要がある。 

なお、国や一部の都道府県で導入されているフレックスタイム制については、

制度上様々な課題があると考えられることから、本県においては導入していない

が、今後も他の都道府県の動向を注視していく必要がある。 

以上の取組を推進することで、ワーク・ライフ・バランスの実現と、誰もが働

きやすく活躍できる職場環境の整備につながり、ひいては、職場の魅力が高まり、

多様で有為な人材の確保にも資するとともに、質の高い行政サービスを継続して

提供できることになるため、今後も引き続き取り組んでいくことが必要である。 

  エ 公務員倫理の確保 

公務に対する信頼を確保するためには、法令を遵守するとともに、真摯に職務に

精励することが前提となる。しかしながら、教育職員等による重大な法令違反等の

不祥事が、昨年度より多く発生していることは、信頼を揺るがすものである。 

任命権者においては、これまで以上に再発防止策の徹底を図るとともに、職員の

綱紀の保持及び服務規律の確保に万全を期すなど、不祥事の根絶に向けて対策を進

める必要がある。 

職員においても、勤務時間の内外を問わず、一人ひとりが高い倫理観と、全体の
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奉仕者であることの自覚を持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要

がある。 

 

③ むすび 

 給与勧告実施の要請 

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を

確保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わ

せることを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式

として、長年の経緯を経て定着してきた。 

本年の勧告は、公民較差を解消するための給料表の引上げ、初任給調整手当、期

末手当・勤勉手当及び寒冷地手当の引上げに加えて、給与制度のアップデートを行

う内容となったが、民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、職員に対し適正な

給与水準を保障し、公務に必要な人材の確保や円滑な行政運営に寄与するものであ

る。 

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、勧告

どおり実施されるよう要請する。 
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別表第１ 

民間における初任給の改定状況 

                                                                        （単位：％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 

 

学歴 企業規模 

 

採用なし 

 

  採用あり 初 任 給 の 改 定 状 況 

増 額 据置き 減 額 

大 

 

学 

 

卒 

規 模 計 27.7 

(24.1) 

69.3 

(59.5) 

 30.7  

 (40.5)  

 0.0 

 (0.0) 

72.3 

(75.9) 

 500人以上
 

36.1
 

77.6
 

 22.4 
 

 0.0
 

63.9
 

100人以上 

500人未満 
30.0

 
58.6

 
 41.4 

 
 0.0

 
70.0

 

 50人以上 

100人未満 
12.7

 
83.9

 
 16.1 

 
 0.0

 
87.3

 

高 

 

校 

 

卒 

規 模 計 12.5 

(10.0) 

77.1 

(83.7) 

 22.9  

 (16.3)  

 0.0 

 (0.0) 

87.5 

(90.0) 

 500人以上
 

 16.4
 

100.0
 

  0.0 
 

 0.0
 

83.6
 

100人以上 

500人未満 
 9.6

 
57.0

 
 43.0 

 
 0.0

 
90.4

 

 50人以上 

100人未満 
10.5

 
80.4

 
 19.6 

 
 0.0

 
89.5

 

 （注）１ 「初任給の改定状況」は、採用がある事業所を100とした割合である。 

     ２ （ ）は昨年の数値である。 

 

 

別表第２ 

民間における給与改定の状況 

                                                                       （単位：％） 
 
 

 

 

 

 

 

項 目 

役職段階 

ベースアップ 

実施         

ベースアップ 

中止         
ベースダウン ベース改定 

の慣行なし 

 

 

係       員
 57.5 

（48.1） 

 2.3 

  （3.0）  

 0.0 

 （0.0） 

40.2 

（48.9） 

課 長 級
 54.6 

（42.5） 

 2.3 

  （5.9）  

 0.0 

 （0.0） 

43.1 

（51.6） 
 
 （注）１ ベース改定の慣行の有無が不明及びベース改定の実施が未定の事業所を除いて集計 
     した。 
       ２ （ ）は昨年の数値である。 
 

 

 

 

 

 



第77号 新  潟  県  報 令和７年９月30日(火) 

49 

別表第３ 

民間における定期昇給の実施状況 

                                                                       （単位：％） 

     定期昇給 

制度あり
 

 

定期昇給 

制度なし
 

 
 定 期 昇 給 実 施 

定期昇給 

停    止  増 額 減 額 変化なし 

係    員
 95.0 

(95.8) 
95.0 

 (93.8) 
32.0 

(28.2) 
 4.0 

  (0.6)  
59.0 

(65.0) 
 0.0 

 (2.0) 
 5.0 

 (4.2) 

課 長 級
 86.1 

(90.8) 
86.1 

(87.6) 
24.4 

(23.0) 
 4.0 

  (1.3)  
57.7 

(63.3) 
 0.0 

 (3.2) 
13.9 

 (9.2) 
 
（注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベース改定と定期昇給を分離する 
    ことができない事業所を除いて集計した。 
    ２ （ ）は昨年の数値である。 
 
 
 
 

別表第４ 

職員と民間従業員の給与較差 

 

 民間給与 (Ａ)
 

職 員 給 与 (Ｂ)
 

較差 (Ａ)－(Ｂ)
 

 

 

 
383,277 円

 
374,672 円

  8,605 円 

  2.30 ％ 

 
（注） 公民ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。 

 
 
 
 
 

別表第５ 

公民比較における比較対象給与種目 

 

 

 

民間給与 職員給与  

 

 

 

きまって支給する給与から

時間外手当及び通勤手当を

除いたもの 

給料月額、給料の調整額、扶養手当、管理職手当、地域

手当、初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当（基礎

額）、特地勤務手当等、寒冷地手当 

 
 
 
 
 
 
 
 

項目 

役職段階 
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項  目 

下半期 （  ） 

上半期 （  ） 
Ｂ２ 

Ａ２ 

Ｂ１ 

Ａ１ 

別表第６ 

民間における特別給の支給状況 
 

                                         区    分   
事務・技術等従業員

 

平均所定内給与月額
 下半期 （ Ａ１ ）

 

上半期 （ Ａ２ ）
 

357,095  円
 

364,874  円
 

特 別 給 の 支 給 額
 下半期 （ Ｂ１ ）

 

上半期 （ Ｂ２ ）
 

822,363  円
 

832,853  円
 

特別給の支給割合
 

 

 

 

 

2.30  月分
 

2.28  月分
 

年 間 計
 

4.58  月分
 

 
（注） 下半期とは令和５年８月から令和６年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。 

 備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.50月である。 

 
 
 
 
別表第７ 

職員と国家公務員との給与比較 

 
その１ 民間従業員の給与との比較に用いる平均給与月額の比較（令和６年４月） 

                                                                        （単位：円） 

 

職員区 分
 

  

平均給与月額
 
給料(俸給) 

の月額 
地域手当 扶養手当 諸手当 

国家公務員
 

405,378
 

323,823
 

 41,626 
 

 8,189
 

31,740
 

本県職員
 

374,672
 

340,112
 

 5,850
 

 8,813
 

19,897
 

（注）１ 平均給与月額等は「令和６年国家公務員給与等実態調査」及び「令和６年職員給与実態 

    調査」によるものである。 

      ２ 国家公務員の平均年齢は42.1歳、本県職員の平均年齢は43.9歳である。 
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その２ ラスパイレス指数 

 

 

区  分 国 本県  

 令和５年４月 100 98.7 

（注）１ 上記指数は、国家公務員の行政職俸給表㈠適用者とこれに相当する本県職員の給料月額 

    について、国家公務員を100とし、学歴別、経験年数別によるラスパイレス方式により比 

    較したものである。 

     ２ 地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数は97.3である。 

 

 
 
 

別表第８ 

行政職給料表８級から10級までと同様の見直しを行う給料表及び職務の級 
 

給料表 職務の級 

公安職給料表 ９級 

医療職給料表(一) ４級 

研究職給料表 ５級 

 
 
 
 

別表第９ 

各年度の扶養手当の手当額 
（単位：円）   

年 度 
令和６年度 令和７年度 

令和８年度 

以降 扶養親族 

配偶者 
行政職給料表７級以下  6,500  3,000 （支給しない） 

行政職給料表８級  3,500 （支給しない） （支給しない） 

子 10,000 11,500 13,000 

（注）「行政職給料表７級」及び「行政職給料表８級」には、これらに相当する職務の級を含む。 
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(2) 職員の給与等に関する勧告 

① 令和６年４月の民間給与との比較に基づく給与改定等の内容 

 ア 一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例 

  (ｱ)  給料表 

現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。（別記第１省略） 

  (ｲ)  初任給調整手当 

    ａ 医療職給料表㈠の適用を受ける医師及び歯科医師等に対する支給月額の限度

 を416,600円とすること。 

    ｂ 医療職給料表㈠以外の給料表の適用を受ける医師及び歯科医師で、医学又は

歯学に関する専門的知識を必要とする職にあるものに対する支給月額の限度を 

51,600円とすること。 

  (ｳ)  期末手当及び勤勉手当 

   ａ 令和６年12月期の支給割合 

(a)  特定幹部職員以外の職員  

期末手当の支給割合を1.275月分（定年前再任用短時間勤務職員にあっては

  0.7月分）とし、勤勉手当の支給割合を1.075月分（定年前再任用短時間勤務 

  職員にあっては、0.525月分）とすること。 

(b)  特定幹部職員 

期末手当の支給割合を1.075月分（定年前再任用短時間勤務職員にあっては

  0.6月分）とし、勤勉手当の支給割合を1.275月分（定年前再任用短時間勤務 

  職員にあっては、0.625月分）とすること。     

   ｂ 令和７年６月期以降の支給割合 

(a)  特定幹部職員以外の職員 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.25月分（定年

前再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ0.6875月分）とし、６月及び 

12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.05月分（定年前再任用短

時間勤務職員にあっては、それぞれ0.5125月分）とすること。 

(b)  特定幹部職員 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.05月分（定年

前再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ0.5875月分）とし、６月及び 

12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.25月分（定年前再任用短

時間勤務職員にあっては、それぞれ0.6125月分）とすること。 

  (ｴ)  寒冷地手当 

    ａ 寒冷地手当の支給月額を、地域の区分及び職員の世帯等の区分に応じ、次の

表に掲げる額とすること。 

地域の区分 世帯等の区分 

世帯主である職員 その他の職員 

扶養親族のある職

員 

その他の世帯主

である職員 

県内 19,800円 11,400円 8,200円 

県外 人事委員会規則で定める額 

   ｂ 寒冷地手当の支給地域を別記第２の表のとおりとすること。（別記第２省略） 

この改正に伴い支給地域に該当しないこととなる地域に引き続き在勤する職

 員等については、所要の経過措置を講ずること。 

    ｃ 一般職の職員の給与に関する条例別表第８に掲げる地域以外の地域に所在す

る公署のうちその所在する地域の寒冷及び積雪の度を考慮して同表に掲げる地

域に所在する公署との権衡上必要があると認められる公署として人事委員会規
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     則で定めるものに在勤する職員に対する寒冷地手当の支給について、同表に掲げ

る地域又は人事委員会規則で定める区域に居住するものに限る取扱いを廃止す

ること。 

 イ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例 

  (ｱ)  給料表 

現行の給料表を別記第３のとおり改定すること。（別記第３省略） 

  (ｲ)  期末手当 

    ａ 令和６年12月期の支給割合 

期末手当の支給割合を1.75月分とすること。 

    ｂ 令和７年６月期以降の支給割合 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.725月分とする

こと。 

 ウ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

  (ｱ)  給料表 

現行の給料表を別記第４のとおり改定すること。（別記第４省略） 

  (ｲ)  特定任期付職員の令和６年12月期の期末手当 

期末手当の支給割合を1.75月分とすること。 

 

② 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）のための 

給与改定の内容 

 ア 一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例 

  (ｱ)  給料表 

①のアの(ｱ)による改定後の給料表を別記第５のとおり改定すること。（別記第

５省略） 

新給料表への切替えは、別記第６の切替要領によること。（別記第６省略） 

  (ｲ)  昇給制度 

人事委員会規則で定める職員の昇給は、一般職の職員の給与に関する条例第12

条第１項前段又は市町村立学校職員の給与に関する条例第11条第１項前段に規定

する期間における当該職員の勤務成績が極めて良好又は特に良好であり、かつ、

同項後段の規定の適用を受けない場合に限り行うものとし、昇給させる場合の昇

給の号給数は、勤務成績に応じて人事委員会規則で定める基準に従い決定するも

のとすること。 

  (ｳ)  扶養手当 

    ａ 配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に係る扶養手当の月額（扶養親族たる子

のうちに満15歳に達する日後の最初の４月１日から満22 歳に達する日以後の

最初の３月31日までの間にある子がいる場合にあっては、一般職の職員の給与

に関する条例第16条第４項又は市町村立学校職員の給与に関する条例第17条第

４項の規定により加算される前の額）を１人につき13,000円とすること。 

    ｂ 扶養手当の支給額の改定その他扶養手当の支給に関し必要な事項を定める規

定について、所要の措置を講ずること。  

  (ｴ)  通勤手当 

    ａ １箇月当たりの交通機関等に係る通勤手当の額、交通用具に係る通勤手当の

額、駐車料金等の額の２分の１に相当する額（その額が3,000円を超えるときは、

3,000円）及び新幹線鉄道等に係る通勤手当の額を合算した額の限度を150,000

円とすること。 

    ｂ 新幹線鉄道等に係る通勤手当の要件のうち、対象とする新幹線鉄道等の利用

を、人事委員会規則で定める基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資する

ものであると認められるものに限る取扱いを廃止すること。  
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  (ｵ)  管理職員特別勤務手当 

    ａ 一般職の職員の給与に関する条例第24条の２第１項又は市町村立学校職員の

給与に関する条例第24条第１項に規定する職にある職員が、災害への対処その

他の臨時又は緊急の必要により午後10時から翌日の午前５時までの間（週休日

等に含まれる時間を除く｡）であって正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合

に、管理職員特別勤務手当を支給すること。 

    ｂ ａの管理職員特別勤務手当の額は､ａによる勤務１回につき6,000円を超えな

い範囲内において人事委員会規則で定める額（その勤務に従事する時間等を考

慮して人事委員会規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に100分の 

150を乗じて得た額）とすること。  

  (ｶ)  定年前再任用短時間勤務職員等の諸手当 

一般職の職員の給与に関する条例第17条の３及び第17条の４並びに市町村立学

校職員の給与に関する条例第18条の３の規定による地域手当、特地勤務手当、特

地勤務手当に準ずる手当及び寒冷地手当を支給することとする。 

 イ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

   特定任期付職員の期末手当等については、次のとおりとすること。 

  (ｱ)  勤勉手当を支給すること。 

  (ｲ)  ６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ0.95月分とするこ

と。 

  (ｳ)  ６月及び12月に特定任期付職員に対して支給する勤勉手当の総額は、それぞれ、

各任命権者に所属する当該職員の勤勉手当基礎額に100分の87.5を乗じて得た額

の総額を超えてはならないこと。 

   (ｴ)  特定任期付職員業績手当を廃止すること。 

 

③ 改定の実施時期 

 ア 改定の実施時期 

   この改定は、令和６年４月１日から実施すること。ただし、①のアの(ｳ)のａ、イ

の(ｲ)のａ及びウの(ｲ)については令和６年12月１日から、①のアの(ｳ)のｂ、(ｴ)の

ｂ及びｃ並びにイの(ｲ)のｂ､②並びに③のイの(ｱ)については令和７年４月１日か

ら実施すること。 

 イ 経過措置等 

  (ｱ)  扶養手当の月額等の特例措置 

    ａ 令和７年４月１日から令和８年３月31日までの間においては、行政職給料表

の適用を受ける職員でその職務の級が７級以下であるもの及び同表以外の各給

料表の適用を受ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして人事委員

会規則で定める職員には、配偶者に係る扶養手当を支給することとし、同手当

の月額は3,000円とすること。 

    ｂ 令和７年４月１日から令和８年３月31日までの間においては、子に係る扶養

手当の月額（扶養親族たる子のうちに満15歳に達する日後の最初の４月１日か

ら満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子がいる場合にあっ

ては、一般職の職員の給与に関する条例第16条第４項の規定により加算される

前の額）を１人につき11,500円とすること。 

  (ｲ)  その他所要の措置 

    (ｱ)に掲げるもののほか、この改定に伴い、所要の措置を講ずること。 
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３ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 ◎ 受理件数、判定件数等 

Ｒ６年度 

受理件数 

前年度からの 

繰越件数 
判定件数  

取下げ、打切 

り件数   

Ｒ７年度 

繰越件数 

０ ０ ０ ０ ０ 

 

 ◎ 主な受理案件の概要 

 

   

 

 

 

４ 不利益処分に関する審査請求の状況 

 ◎ 受理件数、判定件数等 

Ｒ６年度 

受理件数 

前年度からの 

繰越件数 
判定件数 

取下げ、打切 

り件数   

Ｒ７年度 

繰越件数 

０ ２ ２ ０ ０ 

 

 ◎ 主な受理案件の概要 

 

    

 

 

 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出の概要を次のとおり公表

する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 上越ショッピングセンター 

所在地 上越市富岡3457番地 

設置者 イオンリテール株式会社 

２ 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

（変更前）イオンリテール株式会社 代表取締役 井出 武美 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 

  （変更後）イオンリテール株式会社 代表取締役 古澤 康之 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 

 (2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

（変更前）イオンリテール株式会社 代表取締役 井出 武美 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 他39

者 

（変更後）イオンリテール株式会社 代表取締役 古澤 康之 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 他29

者 

３ 変更年月日 
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 (1) 令和７年３月１日 

(2) 令和７年３月１日 他 

４ 変更の理由 

(1) 設置者の代表者変更のため。 

(2) 小売業を行う者の社名・住所・代表者の変更と、入替による退店及び出店のため。 

５ 届出年月日 

令和７年８月21日 

６ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

（なお、上越市産業部産業政策課でも閲覧ができます｡) 

７ 縦覧期間 

令和７年９月30日から令和８年１月30日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

地域産業振興課 小規模企業支援班 

電   話 025－280－5235 

Ｅメ ー ル  ngt050100@pref.niigata.lg.jp 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出の概要を次のとおり公表

する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

令和７年９月30日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 ショッピングタウン中条 

所在地 胎内市東本町2641 

設置者 イオンリテール株式会社 他１者 

２ 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

（変更前）イオンリテール株式会社 代表取締役 井出 武美 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 他１

者 

  （変更後）イオンリテール株式会社 代表取締役 古澤 康之 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 他１

者 

 (2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

（変更前）イオンリテール株式会社 代表取締役 井出 武美 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 他４

者 

（変更後）イオンリテール株式会社 代表取締役 古澤 康之 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 他３

者 

３ 変更年月日 

(1) 令和７年３月１日 他 

(2) 令和７年３月１日 他 

４ 変更の理由 

(1) 設置者の代表者変更のため。 

(2) 小売業を行う者の社名・住所・代表者の変更と、入替による退店及び出店のため。 

５ 届出年月日 

令和７年９月17日 

６ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

（なお、胎内市商工観光課でも閲覧ができます｡) 

７ 縦覧期間 
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令和７年９月30日から令和８年１月30日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

地域産業振興課 小規模企業支援班 

電   話 025－280－5235 

Ｅメ ー ル  ngt050100@pref.niigata.lg.jp 

 

企業局管理規程 
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新潟県企業局管理規程第８号 

新潟県企業局企業職員勤務規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和７年９月30日 

新潟県企業管理者  大 田  正 信 

新潟県企業局企業職員勤務規程の一部を改正する規程 

新潟県企業局企業職員勤務規程（平成７年新潟県企業局管理規程第４号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

（介護休暇） 

第18条 介護休暇は、職員が要介護者（次の各号に

掲げる者で負傷、疾病又は老齢により２週間以上

の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるも

のをいう。以下同じ｡)の介護をするため、企業局

長が、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３

回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という｡)内

において勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

 

(1)～(5) （略） 

２・３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（部分休業） 

第22条 企業局長は、職員（次に掲げる職員を除く。)

が請求した場合において、事業の運営に支障がな

いと認めるときは、当該職員が小学校就学の始期

（介護休暇） 

第18条 介護休暇は、職員が要介護者（次の各号に

掲げる者（第21条の２第１項において「配偶者等」

という｡)で負傷、疾病又は老齢により２週間以上

の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるも

のをいう。以下同じ｡)の介護をするため、企業局

長が、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３

回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という｡)内

において勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

(1)～(5) （略） 

２・３ （略） 

 

第21条の２ 企業局長は、職員が配偶者等が当該職

員の介護を必要とする状況に至ったことを申し出

たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両

立に資する制度又は措置（以下この条及び次条に

おいて「介護両立支援制度等」という｡)その他の

事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の

利用に係る申出に係る当該職員の意向を確認する

ための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 企業局長は、職員に対して、当該職員が40歳に

達した日の属する年度（４月１日から翌年の３月

31日までをいう｡)において、前項に規定する事項

を知らせなければならない。 

 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第21条の３ 企業局長は、介護両立支援制度等の利

用に係る申出が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修

の実施  

(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の

整備に関する措置 

 

（部分休業） 

第22条 企業局長は、職員（次に掲げる職員を除く。)

が請求した場合において、事業の運営に支障がな

いと認めるときは、当該職員が小学校就学の始期
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に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間

の全部又は一部について勤務しないこと（以下こ

の条において「部分休業」という｡)を承認するこ

とができる。 

(1) 育児休業法第17条の規定による短時間勤務を

している職員  

(2) １週間の勤務日数が３日に満たない、又は１

年間の勤務日数が121日に満たない非常勤職員

（地方公務員法第22条の４第１項に規定する短

時間勤務の職を占める職員を除く｡) 

 

に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間

の一部について勤務しないこと（以下この条にお

いて「部分休業」という｡)を承認することができ

る。 

(1) 育児休業法第17条の規定による短時間勤務を

している職員  

(2) １週間の勤務日数が３日に満たない、又は１

年間の勤務日数が121日に満たない非常勤職員

及び１日の勤務時間が６時間20分に満たない非

常勤職員（地方公務員法第22条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員を除く｡) 

２ 部分休業の承認は、１日を通じて２時間（第17

条第１項第７号の特別休暇又は労働基準法第67条

の規定による育児時間を承認されている職員につ

いては、２時間から当該特別休暇又は育児時間を

減じた時間）を超えない範囲内で、職員の託児の

態様、通勤の状況等から必要とされる時間につい

て、30分を下回らない時間を単位として行うもの

とする。 

３ 育児休業法第５条及び第８条の規定並びに職員

の育児休業等に関する条例（平成４年新潟県条例

第４号）第５条の規定は、部分休業について準用

する。 

  

附 則 

この規程は、令和７年10月１日から施行する。 

 

選挙管理委員会規程 
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新潟県選挙管理委員会規程第10号 

公職選挙法等執行規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和７年９月30日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  桜井 甚一 

公職選挙法等執行規程の一部を改正する規程 

 公職選挙法等執行規程（平成７年新潟県選挙管理委員会規程第２号）の一部を次の表のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

別表第４（第43条関係） 

２ （略） 

テレビジョン放送 ラジオ放送 

基幹放送事業者名 回数 基幹放送事業者名 回数 

株式会社新潟放送 

株式会社NST新潟

総合テレビ 

株式会社テレビ新

潟放送網 

１ 

１ 

 

１ 

株式会社新潟放送 １ 

 

別表第４（第43条関係） 

２ （略） 

テレビジョン放送 ラジオ放送 

基幹放送事業者名 回数 基幹放送事業者名 回数 

株式会社新潟放送 

株式会社NST新潟

総合テレビ 

株式会社新潟テレ

ビ二十一 

１ 

１ 

 

１ 

株式会社新潟放送 １ 

 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

 

教育委員会訓令 
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◎新潟県教育委員会訓令第10号 

教 育 庁 本 庁 

出  先 機 関 

教  育  機  関 

新潟県教育委員会職員服務規程（昭和36年３月新潟県教育長訓令第１号）の一部を次のように改正し、令和７

年10月１日から実施する。 

令和７年９月30日 

新潟県教育委員会 

   教育長  太 田  勇 二  

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
  

（育児休業等） 

第10条の３ （略） 

２ 育児休業規則第７条第１項に規定する部分休業

承認請求書は、別記第６号様式の３によるものと

し、教育委員会に提出しなければならない。 

３ 育児休業規則第４条第２項（育児休業規則第６

条及び第８条において準用する場合を含む｡)に規

定する養育状況変更届は、別記第６号様式の４に

よるものとし、育児休業又は育児短時間勤務の承

認を受けている職員にあっては所属長を経由して

教育委員会に、部分休業の承認を受けている職員

にあっては教育委員会に提出しなければならない。 

４～13 （略） 

 

第６号様式の４（第10条の３関係） 

（略） 

養育状況変更届 

育児休業（育児短時間勤務・部分休業）に係る

子の養育状況について変更が生じたので、職員の

育児休業等に関する規則第４条第１項（第６条に

おいて準用する同規則第４条第１項・第８条にお

いて準用する同規則第４条第１項）の規定により

届け出ます。 

（略） 

（育児休業等） 

第10条の３ （略） 

２ 育児休業規則第７条第１項に規定する部分休業

承認請求書は、別記第６号様式の３によるものと

し、所属長に提出しなければならない。 

３ 育児休業規則第４条第２項（育児休業規則第６

条において準用する場合を含む｡)に規定する養育

状況変更届は、別記第６号様式の４によるものと

し、育児休業又は育児短時間勤務の承認を受けて

いる職員にあっては所属長を経由して教育委員会

に、部分休業の承認を受けている職員にあっては

所属長に提出しなければならない。 

４～13 （略） 

 

第６号様式の４（第10条の３関係） 

（略） 

養育状況変更届 

育児休業（育児短時間勤務・部分休業）に係る

子の養育状況について変更が生じたので、職員の

育児休業等に関する規則第４条第１項（第６条に

おいて準用する同規則第４条第１項・第８条にお

いて準用する同規則第６条において準用する同規

則第４条第１項）の規定により届け出ます。 

（略） 
  

 別記第６号様式の３を次のように改める。 
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第６号様式の３（第10条の３関係） 

                                         年   月   日 

  新潟県教育委員会    様 

                                     所属名           

                                     職名 氏名         

部 分 休 業 承 認 請 求 書 

  地方公務員の育児休業等に関する法律第19条第１項の規定により部分休業の承認を請求します。 

申出対象 

期間及び 

内容 

対象期間     年度 

内  容 

地方公務員の育児休業等に関する法律第19条第２項 

□ 第１号（１日につき２時間を超えない範囲内） 

□ 第２号（１年につき条例で定める時間（10日相当）を超えない範囲内） 

請求に係 

る子 

氏  名  

続 柄 等  

生年月日     年   月   日 

請求期間 

及び時間 

第１号の

場合 

期 間 時 間 

   年  月  日から 

   年  月  日まで 

□ 毎 日 

□ その他（   ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

   年  月  日から 

   年  月  日まで 

□ 毎 日 

□ その他（   ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

第２号の

場合 

期 間 時 間 

年  月  日から  年  月  日まで 計   日相当の時間 

備  考
  

 

 注 請求に係る子の氏名、職員との続柄等及び生年月日を証明する書類（申請に係る子の戸籍抄本、住民票の

写し、母子健康手帳の出生届出済証明欄の写し、養子縁組届受理証明書、家庭裁判所等が発行する事件係属

証明書、児童相談所長が発行する委託措置決定通知書等）又はその写しを添付すること。 
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◎新潟県教育委員会訓令第11号 

県 立 学 校 

新潟県立学校職員服務規程（平成24年８月新潟県教育委員会訓令第10号）の一部を次のように改正し、令和７

年10月１日から実施する。 

令和７年９月30日 

新潟県教育委員会 

   教育長  太 田  勇 二 

                                   （下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

（育児休業等） 

第13条の２ （略） 

２ 育児休業規則第７条第１項に規定する部分休業

承認請求書は、別記第12号様式によるものとし、

委員会に提出しなければならない。 

３ 育児休業規則第４条第２項（育児休業規則第６

条及び第８条において準用する場合を含む｡)に規

定する養育状況変更届は、別記第13号様式による

ものとし、育児休業又は育児短時間勤務の承認を

受けている職員にあっては校長を経由して委員会

に、部分休業の承認を受けている職員にあっては

委員会に提出しなければならない。 

４～13 （略） 

 

第13号様式（第13条の２関係） 

（略） 

  年  月  日 

（略） 

記 

 育児休業（育児短時間勤務・部分休業）に係

る子の養育状況について変更が生じたので、職

員の育児休業等に関する規則第４条第１項（第

６条において準用する同規則第４条第１項・第

８条において準用する同規則第４条第１項）の

規定により届け出ます。  年  月  日 

 

（略） 

育児休業

等承認期

間 

 年 月 日から  年 月 日

まで 

（略） 

２ 届出の事由が発生した日 

     年 月 日 

（略） 

 

（育児休業等） 

第13条の２ （略） 

２ 育児休業規則第７条第１項に規定する部分休業

承認請求書は、別記第12号様式によるものとし、

承認権者に提出しなければならない。 

３ 育児休業規則第４条第２項（育児休業規則第６

条において準用する場合を含む｡)に規定する養育

状況変更届は、別記第13号様式によるものとし、

育児休業又は育児短時間勤務の承認を受けている

職員にあっては校長を経由して委員会に、部分休

業の承認を受けている職員にあっては承認権者に

提出しなければならない。 

４～13 （略） 

 

第13号様式（第13条の２関係） 

（略） 

平成  年  月  日 

（略） 

記 

 育児休業（育児短時間勤務・部分休業）に係

る子の養育状況について変更が生じたので、職

員の育児休業等に関する規則第４条第１項（第

６条において準用する同規則第４条第１項・第

８条において準用する同規則第６条において準

用する同規則第４条第１項）の規定により届け

出ます。     平成  年  月  日 

（略） 

育児休業

等承認期

間 

平成 年 月 日から 平成 年 

月 日まで 

（略） 

２ 届出の事由が発生した日 

    平成 年 月 日 

（略） 

 

別記第12号様式を次のように改める。 
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第12号様式（第13条の２関係） 

                                         年  月  日 

  新潟県教育委員会 様 

                                     新潟県立   学校 

                                     職・氏名         

部 分 休 業 承 認 請 求 書 

  地方公務員の育児休業等に関する法律第19条第１項の規定により部分休業の承認を請求します。 

申出対象 

期間及び 

内容 

対象期間     年度 

内  容 

地方公務員の育児休業等に関する法律第19条第２項 

□ 第１号（１日につき２時間を超えない範囲内） 

□ 第２号（１年につき条例で定める時間（10日相当）を超えない範囲内） 

請求に係 

る子 

氏  名  

続 柄 等  

生年月日     年   月   日 

請求期間 

及び時間 

第１号の

場合 

期 間 時 間 

   年  月  日から 

   年  月  日まで 

□ 毎 日 

□ その他（   ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

   年  月  日から 

   年  月  日まで 

□ 毎 日 

□ その他（   ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

第２号の

場合 

期 間 時 間 

年  月  日から  年  月  日まで 計   日相当の時間 

備  考
  

 

 注 請求に係る子の氏名、職員との続柄等及び生年月日を証明する書類（申請に係る子の戸籍抄本、住民票の

写し、母子健康手帳の出生届出済証明欄の写し、養子縁組届受理証明書、家庭裁判所等が発行する事件係属

証明書、児童相談所長が発行する委託措置決定通知書等）又はその写しを添付すること。 


